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〔利用上の注意〕 
１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中で「指定統

計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」という。）第２条の規定に

基づき、総務大臣が指定した統計をいう。 

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するために行われた統

計調査をいう。 

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「新統計法」

という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27 年法律第 148 号）の規定に基づく総務大臣の

承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。 

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大臣に届けられ

た統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24条第１項又は第 25条に基づき総務大臣に届けら

れた統計調査をいう。 

５ 本月報中で「基幹統計」とは、新統計法第２条第４項に規定する統計をいう。旧統計法下の指定

統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21 年４月１日）で引き続き作成されていたものについて

は、基幹統計に移行している。 

６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査をいう。 

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計調査以外のも

のをいう。 

８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」については、本月

報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 
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○基幹統計調査の承認 

 

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日

工 業 統 計 調 査 経済産業大臣 承認事項の変更 

平成 24 年調査の実施に当

たり、東日本大震災への対

応として、以下について変

更 

①  調査対象の地域的範囲

から福島第一原発事故に

係る警戒区域等を除外 

②  岩手県、宮城県及び福

島県の一部の市町村のう

ち、震災に伴う津波によ

り甚大な被害を受け、市

町村による調査員調査の

実施が困難となっている

調査区について、調査員

調査から国による郵送調

査に変更 

H24.7.25 

学 校 基 本 調 査 文部科学大臣 承認事項の変更 

平成 25 年調査の実施に当

たり、以下について変更 

① 就学猶予者、就学免除

者の内訳のうち該当者数

が少ない項目の統合等 

② 専修学校に通信制を設

けることができることと

なったため、通信制に関

わる教員数、通信制の学

科別生徒数に関する項目

を追加 

③ 更正施設及び授産施設

が障害者支援施設に移行

することに伴い、関連す

る項目を統合 

④ 学生数の項目のうち、

「聴講生・選科生・研究

生等」を「科目等履修生・

聴講生・研究生」へ名称

を変更 

H24.7.26 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画

について、主な内容を掲載したものである。 



○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H24.7.3 平成２３年産業連関構造調査（資本財販売先調査） 経 済 産 業 大 臣

H24.7.10 院内感染対策サーベイランス 厚 生 労 働 大 臣

H24.7.13 平成２３年産業連関構造調査（運輸関連事業投入調査） 国 土 交 通 大 臣

H24.7.13 建設資材・労働力需要実態調査 国 土 交 通 大 臣

H24.7.27 国際比較プログラムに関する小売物価調査 総 務 大 臣

H24.7.27 観光地域経済調査 国 土 交 通 大 臣

H24.7.31 東日本大震災における地震・津波時の避難に関する実態調査 内 閣 総 理 大 臣

H24.7.31 建設副産物実態調査（利用量・搬入先調査） 国 土 交 通 大 臣

H24.7.31 建設副産物実態調査（再生処理施設の稼働実態調査） 国 土 交 通 大 臣

H24.7.31 平成２３年産業連関構造調査（公共事業工事費投入調査） 国 土 交 通 大 臣

H24.7.31
平成２３年産業連関構造調査（土木工事間接工事費投入調
査）

国 土 交 通 大 臣

H24.7.31
平成２３年産業連関構造調査（独立行政法人等土木工事費投
入調査）

国 土 交 通 大 臣

H24.7.31 平成２３年産業連関構造調査（土木工事費投入調査） 国 土 交 通 大 臣

H24.7.31 平成２３年産業連関構造調査（建築工事費投入調査） 国 土 交 通 大 臣

H24.7.31 平成２３年産業連関構造調査（不動産業投入調査） 国 土 交 通 大 臣

H24.7.31 家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査試験調査 環 境 大 臣

H24.7.31 大気汚染物質排出量総合調査 環 境 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H24.7.3 配偶者からの暴力に関する調査 愛 知 県 知 事

H24.7.5 群馬県文化振興指針策定アンケート調査 群 馬 県 知 事

H24.7.20 鳥取県職場環境等実態調査 鳥 取 県 知 事

H24.7.20 まちなか生活実態調査 鳥 取 県 知 事

H24.7.23 さいたま市生涯学習市民意識調査 さ い たま 市教 育委 員長

H24.7.23 京都市産業連関表基礎調査（サービス業市外売上率調査） 京 都 市 長

H24.7.23 京都市産業連関表基礎調査（研究機関に関する調査） 京 都 市 長

H24.7.23 北九州市公共交通１日フリー乗車券利用者アンケート調査 北 九 州 市 長

H24.7.26 北九州市若者意識調査アンケート 北 九 州 市 長

H24.7.27 小規模事業者の資金調達環境に関する調査 大 阪 府 知 事

H24.7.30 観光関連インターンシップ推進に関する実態調査 愛 知 県 知 事

H24.7.30 避難勧告及び避難指示に関する調査 佐 賀 県 知 事

（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H24.7.3 茨城県物資流通調査 茨 城 県 知 事

H24.7.6 長野県商品流通調査 長 野 県 知 事

H24.7.9 地域特産野菜生産状況調査（愛知県版） 愛 知 県 知 事

H24.7.9 産業廃棄物実態調査 宮 崎 県 知 事

H24.7.11 生活習慣病予防と介護予防の一体的推進に関する調査 愛 知 県 知 事

H24.7.12 なら健康長寿基礎調査 奈 良 県 知 事

H24.7.13 職場環境調査 奈 良 県 知 事

H24.7.17 ひとり親家庭等実態調査 石 川 県 知 事

H24.7.19 相模原市産業連関表作成のための特別調査 相 模 原 市 長

H24.7.19 新潟市景況調査 新 潟 市 長

H24.7.19 大阪府労働関係調査 大 阪 府 知 事

H24.7.20 さいたま市商品流通調査 さ い た ま 市 長

H24.7.20 神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査 神 戸 市 長

H24.7.20 血液製剤使用量等調査 兵 庫 県 知 事

○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したもので
　　ある。
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H24.7.24 労働環境等調査 栃 木 県 知 事

H24.7.26 福井県ひとり親家庭等実態調査 福 井 県 知 事

H24.7.27 大阪府景気観測調査 大 阪 府 知 事

H24.7.27 労働条件等実態調査 宮 崎 県 知 事

H24.7.30 中小企業景況調査 愛 知 県 知 事

H24.7.30 市政アドバイザー意識調査 神 戸 市 長

H24.7.31 東京都男女雇用平等参画状況調査 東 京 都 知 事

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したもので
　　ある。
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 工業統計調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月２５日 

【実施機関】 経済産業省大臣官房調査統計グループ構造統計室 

【目 的】 我が国工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を得るための工業統計調査

を作成することを目的とする。 

【沿 革】 工業に関する生産統計としては、明治初年民部省が開始した「府県物産表」調査、明治１

６年からの農商務統計のうちの「工場調査」（従業員１０人以上、毎年調査）があるが、独

立の調査としては、明治４２年から「工場統計調査」が開始された。この調査は、従業者５

人以上の工場について５年に１回実施されたが、大正９年からは、毎年調査に改められた。

さらに昭和１４年からは、「工場調査」として、従業者数にかかわりなく、すべての工場・

作業場について調査が行われるようになった。昭和２２年には旧統計法（昭和２２年法律第

１８号）に基づく指定統計第１０号を作成するための調査として、日本標準産業分類による

製造業を対象とする「工業調査」に改められ、昭和２５年には「昭和２５年工業センサス」、

昭和２６年以降は「工業統計調査」となり現在に至っている。昭和３１年からは、本社本店

調査が、また、昭和３８年からは用地用水調査が本調査に追加された（用水調査は、昭和３

３年と昭和３７年に、また、用地調査は昭和３６年、昭和３７年に付帯調査として行われた）。

また、昭和５１年からは、甲調査は従業者３０人以上の事業所（従来は２０人以上）、乙調

査は２９人以下の事業所（同１９人以下）、を対象とすることとなった。昭和６０年及び昭

和６１年には、「丙調査」が中止されたが、昭和６２年には、従来の丙調査を見直した新た

な丙調査（企業の多角化、ソフト化、国際化について把握）が実施され、平成元年には、そ

の２回目の調査が実施された。昭和５６年調査からは、予算上の制約に伴う統計調査の効率

的な実施の要請に応えるため同年調査以降の特定年次（原則として、西暦年末尾が０、３、

５、８の年以外の年）については、簡素化した調査である裾切調査として実施することとな

った。平成３年には、長崎県の島原市及び深江町については、雲仙不普賢岳の噴火災害によ

り調査の範囲から除外された。平成４年以降は、通商産業省企業活動基本調査の実施に伴い、

丙調査を廃止することとされた。平成１２年には、東京都三宅村については、三宅島（雄山）

の噴火災害により調査の範囲から除外された。平成１６年調査では、新潟中越地震の被災地

域のうち十日町市、川口町及び山古志村について、調査対象地域から除外した。平成２２年

調査から、調査対象の範囲を従業者４人以上の事業所に変更された。また、調査方法として

オンライン調査が追加された。平成２３年調査は、経済センサス－活動調査の実施に伴い、

調査を中止することとなった。 

【調査の構成】 １－工業調査票甲 ２－工業調査票乙 

【公 表】 インターネット及び刊行物（速報は調査実施年の翌年の９月～１１月、確報は調査実施年

の翌々年にかけて段階的に公表） 

【備 考】 今回の変更は、調査全体として、東日本大震災への対応として、調査対象地域の一部除外

及び調査方法の一部変更 

※ 

【調査票名】 １－工業調査票甲 



- 6 - 
 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）従業者３０人以上の事業所（製造、加工又

は修理を行っていない本社又は本店を除く。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２００，０００ （配布）調査員、郵送、オンライン （取

集）調査員、郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１２月３１日現在 （系

統）経済産業省－都道府県－市町村－調査員－報告者、経済産業省－民間事業者－報告

者 

【周期・期日】 （周期）年（経済センサス－活動調査実施年の前年を除く。） （実施期日）調査

員調査：市町村長の定める日、本社一括調査等経済産業大臣が定める日 

【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地、２．本社又は本店の名称及び所在地、３．他事業所の

有無、４．経営組織、５．資本金額又は出資金額（会社に限る。）、６．従業者数、７．

常用労働者毎月末現在数の合計、８．現金給与総額、９．原材料、燃料、電力の使用額、

委託生産費、製造等に関連する外注費及び転売した商品の仕入額、１０．有形固定資産、

１１．リース契約による契約額及び支払額、１２．製造品在庫額、半製品、仕掛品の価

額及び原材料、燃料の在庫額、１３．製造品の出荷額、在庫額等、１４．品目別製造品

出荷額、加工賃収入額及びその他収入額の合計金額、１５．内国消費税額（酒税、たば

こ税、揮発油税及び地方揮発油税の納付税額又は納付すべき税額の合計額をいう。）、１

６．製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合、１７．主要原材料名、１８．作業工程、

１９．工業用地及び工業用水、２０．１０、１２及び１３の在庫額に係る消費税の経理

処理の状況 

※ 

【調査票名】 ２－工業調査票乙 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）従業者４人以上２９人以下の事業所（製造、

加工又は修理を行っていない本社又は本店を除く。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２５０，０００ （配布）調査員、郵送、オンライン （取

集）調査員、郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１２月３１日現在 （系

統）経済産業省－都道府県－市町村－調査員－報告者、経済産業省－民間事業者－報告

者 

【周期・期日】 （周期）年（経済センサス－活動調査実施年の前年を除く。） （実施期日）調査

員調査：市町村長の定める日、本社一括調査等経済産業大臣が定める日 

【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地、２．本社又は本店の名称及び所在地、３．他事業所の

有無、４．経営組織、５．資本金額又は出資金額（会社に限る。）、６．従業者数、７．

現金給与総額、８．原材料、燃料、電力の使用額、委託生産費、製造等に関連する外注

費及び転売した商品の仕入額の合計金額、９．製造品出荷額等、１０．品目別製造品出

荷額、加工賃収入額及びその他収入額の合計金額、１１．内国消費税額（酒税、たばこ

税、揮発油税及び地方揮発油税の納付税額又は納付すべき税額の合計額をいう。）、１２．

製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合、１３．主要原材料名及び簡単な作業工程
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【調査名】 学校基本調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月２６日 

【実施機関】 文部科学省生涯学習政策局調査企画課 

【目 的】 本調査は、文部科学省が、学校教育行政に必要な基礎資料を得ることを目的として、学校

（学校教育法に定める幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、

大学及び高等専門学校並びに専修学校及び各種学校）関する基本的事項を把握することを目

的とする。 

【沿 革】 本調査は、文部省が文部省年報に掲載・公表していた、国立の学校について報告を求めた

「文部省直轄各部年報諸表様式（昭和１８年８月３１日文部省訓令第２２号）」、公私立の大

学、高専について報告を求めた「公立私立高等学校、公立私立大学、公立私立専門学校年報

諸表様式（昭和１８年８月３１日文部省令第７２号）」（以上の２つは、学校から直接文部省

に報告、文部省がこれを集計）及び、公私立の中学校以下の諸学校について報告を求めた「学

事年報取調条項及び諸表様式（明治４４年３月３１日文部省訓令第２号）」（学校から都道府

県知事に報告、都道府県知事が統計表を作成し文部省に提出）を、昭和２３年に調査内容及

び方法などを再検討し、これに抜本的改善を加えて旧統計法（昭和２２年法律第１８号）に

基づく指定統計とし、調査の名称も「学校基本調査」とした。 当初の学校基本調査は、学

校教育法上の全学校を対象とし、調査の構成も学校調査、経費及び資産調査（昭和２４年以

降学校経費調査）、学校施設調査、入学調査、卒業者調査、教員・学生・生徒・児童異動調

査及び学令児童及び学令生徒調査の７つの調査で構成され、別に附帯調査として卒業者調査

に関連した「就職状況調査」を実施していた。その後、調査対象、調査の構成、調査事項な

どの変更はあったが、基本的にはこの当初の計画が踏襲されている。 昭和４１年調査から

附属図書館調査が中止され、昭和５４年調査では、初等中等教育関係の各調査票の集計が電

算化され、これに伴い調査票の様式が変更されるとともに学校施設調査票に各種学校調査票

が新設された。 昭和５５年調査から、国立養護教諭養成所の廃止に伴い「卒業後の状況調

査」以外の国立養護教諭養成所に係る調査票が廃止された。 平成６年調査から、「卒業後

の状況調査票」（大学、大学院、短期大学、高等専門学校）の調査項目の「出身高校の所在

県」及び「事業所の所在県」を削除し、大学院、高等専門学校（Ａ票）と大学、短期大学（Ｂ

票）に別れていた調査票の統合を行った。 平成７年調査から、すべての調査票への押印を

廃止した。 平成１１年調査から、学校教育法等の一部を改正する法律（平成１０年法律第

１０１号）による中等教育学校の創設に伴い、「学校調査票」（中等教育学校）、「学校通信教

育調査票」（中等教育学校、全日制・定時制）及び「卒業後の状況調査票」（中等教育学校通

信制）の新設を行った。 

【調査の構成】 １－学校調査票 ２－学校通信教育調査票 ３－不就学学齢児童生徒調査票 ４－学

校施設調査票 ５－学校経費調査票 ６－卒業後の状況調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物：学校基本調査速報（調査実施年度８月）、学校基本調査報告

書（調査実施年度１２月） 

※ 

【調査票名】 １－学校調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）学校（学校とは、学校教育法に基づく、幼稚
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園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、高等専門学校、

専修学校及び各種学校をいう。） （抽出枠）平成２３年度「学校基本調査」実績 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５７，９１０ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎年５月１日現在 （系統）文部科学省－報告者（大学、高

等専門学校、国立の幼稚園・小学校・中学校・高等学校・中等教育学校・特別支援学校・

専修学校・各種学校）、文部科学省－都道府県（沖縄は教委）－報告者（公立・私立の高

等学校（通信制の課程のみを置く高等学校を除く。）、中等教育学校、都道府県立の幼稚

園・小学校・中学校・特別支援学校・専修学校・各種学校）、文部科学省－都道府県（沖

縄は教委）－市町村（沖縄は教委）－報告者（市町村立・私立の幼稚園・小学校・中学

校・特別支援学校・専修学校・各種学校） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）文部科学省に直接調査票を提出する者の提出期日：毎年

５月３１日、都道府県に調査票を提出する者の提出期日：都道府県知事が定める期日、

市町村に調査票を提出する者の提出期日：市町村長が定める期日 

【調査事項】 １．学校の名称、種別及び所在地、２．学校の特性に関する事項、３．学部、学科、

課程又は学級に関する事項、４．教員及び職員の数、５．幼児、児童、生徒又は学生の

在籍状況及び出席状況、６．幼児、児童、生徒又は学生の入学、卒業及び転出入の状況 

※ 

【調査票名】 ２－学校通信教育調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）通信制課程を置く高等学校及び中等教育学校 

（抽出枠）平成２３年度「学校基本調査」実績 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１５０ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）毎年５月１日現在 （系統）文部科学省－都道府県（沖縄は教委）

－報告者（通信制の課程を置く高等学校及び中等教育学校） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）都道府県知事が定める期日 

【調査事項】 １．学校の名称及び所在地、２．学校の特性に関する事項、３．教員及び職員の数、

４．生徒の在籍状況、５．生徒の入学、卒業、退学及び単位修得の状況 

※ 

【調査票名】 ３－不就学学齢児童生徒調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村教育委員会 （抽出枠）平成

２３年度「学校基本調査」実績 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８００ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）毎年５月１日現在 （系統）文部科学省－都道府県（沖縄は教委）

－市町村（沖縄は教委）－報告者（市町村教育委員会） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）市町村長が定める期日 

【調査事項】 １．教育委員会の名称及び所在地、２．学齢児童生徒の就学の免除及び猶予の状況、

３．居所不明の学齢児童生徒の数、４．死亡した学齢児童生徒の数 

※ 

【調査票名】 ４－学校施設調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）私立の幼稚園・小学校・中学校・高等学校・
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中等教育学校・特別支援学校・専修学校・各種学校、公立の専修学校・各種学校・大学・

高等専門学校・国立大学法人法（平成１５年７月１６日法律第１１２号）に定める国立

大学に附属させて設置した学校（国立大学附属）・特別支援学校 （抽出枠）平成２３年

度「学校基本調査」実績 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６，７００ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎年５月１日現在 （系統）文部科学省－報告者（国立大学

法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構、地方公共団体、教育委員会、公立大学法

人及び私立学校の設置者（大学・高等専門学校に係るもの。））、文部科学省－都道府県（沖

縄は教委）－報告者（都道府県立の専修学校・各種学校、私立の高等学校・中等教育学

校の設置者（大学・高等専門学校に係るものを除く。）、文部科学省－都道府県（沖縄は

教委）－市町村（沖縄は教委）－報告者（市町村立の専修学校・各種学校、私立の幼稚

園・小学校・中学校・特別支援学校・専修学校・各種学校の設置者（大学・高等専門学

校に係るもの、高等学校及び中等教育学校の設置者を除く。）） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）文部科学省に直接調査票を提出する者の提出期日：７月

３１日、都道府県に調査票を提出する者の提出期日：都道府県知事が定める期日、市

町村に調査票を提出する者の提出期日：市町村長が定める期日 

【調査事項】 １．学校の名称、種別及び所在地、２．学校の特性に関する事項、３．土地又は建物

の用途別、構造別等の面積、４．土地又は建物の増減の状況 

※ 

【調査票名】 ５－学校経費調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）大学（私立を除く。）、高等専門学校（独立行

政法人国立高等専門学校機構の設置する学校に限る。）、国立大学附属の学校及び特別支

援学校 （抽出枠）平成２３年度「学校基本調査」実績 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン （記

入）自計 （把握時）前会計年度間 （系統）文部科学省－報告者（国立大学法人及び

独立行政法人国立高等専門学校機構）、地方公共団体、公立大学法人 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月３１日 

【調査事項】 １．学校の名称、種別及び所在地、２．学校の特性に関する事項、３．経費に関する

事項、４．収入に関する事項 

※ 

【調査票名】 ６－卒業後の状況調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援

学校及び特別支援学校の中学部・高等部の卒業者、大学及び高等専門学校の卒業者 （抽

出枠）平成２３年度「学校基本調査」実績 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１８，３００ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）前年度間の卒業者（高等学校、中等教育学校及び特別支援学

校の高等部にあっては、前々年度以前の卒業者で上級の学校に入学を志願した者を含む。）

について、毎年５月１日現在 （系統）文部科学省－報告者（大学、高等専門学校、国

立の中学校・高等学校・中等教育学校・特別支援学校）、文部科学省－都道府県（沖縄は
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教委）－報告者（公立・私立の高等学校・中等教育学校、都道府県立の中学校・特別支

援学校（中学部又は高等部を置く学校のみ。））、文部科学省－都道府県（沖縄は教委）－

市町村（沖縄は教委）－報告者（市町村立・私立の中学校・特別支援学校（中学部又は

高等部を置く学校のみ。）） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）文部科学省に直接調査票を提出する者の提出期日：毎年

５月３１日、都道府県に調査票を提出する者の提出期日：都道府県知事が定める期日、

市町村に調査票を提出する者の提出期日：市町村長が定める期日 

【調査事項】 １．学校の名称、種別及び所在地、２．学校の特性に関する事項、３．卒業者の卒業

時における所属に関する事項、４．卒業者の進学、就職等の状況 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 平成２３年産業連関構造調査（資本財販売先調査）（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月３日 

【実施機関】 経済産業省大臣官房調査統計グループ経済分析室 

【目 的】 本調査は、資本財の国内設備投資向け販売高の産業別内訳等を明らかにし、平成２３年産

業連関表の付帯表である「固定資本マトリックス」作成の基礎資料とすることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和４５年表から継続して作成している。 

【調査の構成】 １－資本財販売先調査 調査票 

【公 表】 インターネット（平成２５年１１月） 

【備 考】 今回の変更は、調査単位を事務所単位から企業単位に変更するとともに、調査対象品目及

び販売先産業分類を見直すこととしている。 

※ 

【調査票名】 １－資本財販売先調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類「製造業」のう

ち、経済産業省が所管する「資本財販売先調査対象品目表」に掲げる品目を製造、販売

している企業。 （抽出枠）経済産業省生産動態統計調査、工業統計調査及び商業統計

調査の名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００／６，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日～１２月３１日 （系統）経済産業

省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月～１０月 

【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．販売高（国内設備投資向け等）、３．販売先産業内訳 （１）

民間向け、（２）官公庁及び公的企業向け  
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【調査名】 院内感染対策サーベイランス（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月１０日 

【実施機関】 厚生労働省医政局指導課 

【目 的】 院内感染対策サーベイランスは、参加医療機関における院内感染の発生状況や、薬剤耐性

菌の分離状況および薬剤耐性菌による感染症の発生状況を調査し、医療機関の院内感染の概

況を把握し医療現場への院内感染対策に有用な情報の還元等を行うことを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１２年から実施されている。平成１９年に、オンライン化された。 

【調査の構成】 １－検査部門サーベイランス調査票 ２－全入院患者部門サーベイランス調査票 ３

－手術部位感染部門サーベイランス調査票 ４－集中治療室部門サーベイランス調査

票 ５－新生児集中治療室部門サーベイランス調査票 

【公 表】 院内感染対策サーベイランスインターネットホームページ（季ないし年の最終データ提出

期日から６か月後） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－検査部門サーベイランス調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）原則病床数２００床以上で、かつ

体制や設備等の要件を満たす医療機関 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７３４／２，６８０ （配布）オンライン （取集）

オンライン （記入）自計 （把握時）１か月（月初めから月末まで） （系統）厚生

労働省－民間事業者－医療機関 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１５日まで 

【調査事項】 １．患者基本データ、２．感染症データ、３．抗菌薬データ、４．基礎疾患等に関す

るデータ等 

※ 

【調査票名】 ２－全入院患者部門サーベイランス調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）原則病床数２００床以上で、かつ

体制や設備等の要件を満たす医療機関 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５２８／２，６８０ （配布）オンライン （取集）

オンライン （記入）自計 （把握時）１か月（月初めから月末まで） （系統）厚生

労働省－民間事業者－医療機関 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１５日まで 

【調査事項】 １．入院患者数、２．感染症発症患者の患者基本データ、３．原因菌名、４．感染症

名等 

※ 

【調査票名】 ３－手術部位感染部門サーベイランス調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）原則病床数２００床以上で、かつ

体制や設備等の要件を満たす医療機関 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４１４／２，６８０ （配布）オンライン （取集）

オンライン （記入）自計 （把握時）手術日を基準として１月～６月分の半年と７月
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～１２月分の半年 （系統）厚生労働省－民間事業者－医療機関 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）１月～６月分は８月末日、７月～１２月分は翌年２月

末日 

【調査事項】 １．選定した種類に該当する全手術症例の患者基本データ、２．手術の種類、３．術

野汚染度、４．手術部位感染の有無、５．感染部位等 

※ 

【調査票名】 ４－集中治療室部門サーベイランス調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）原則病床数２００床以上で、かつ

体制や設備等の要件を満たす医療機関 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１５８／２，６８０ （配布）オンライン （取集）

オンライン （記入）自計 （把握時）患者の退室日を基準として、１月～６月分の半

年と７月～１２月分の半年 （系統）厚生労働省－民間事業者－医療機関 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）１月～６月分は８月末日、７月～１２月分は翌年２月

末日 

【調査事項】 １．集中治療室の全入室患者基本情報（熱傷患者をのぞく）、２．感染症発症患者の

感染症種類、３．原因菌等 

※ 

【調査票名】 ５－新生児集中治療室部門サーベイランス調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）原則病床数２００床以上で、かつ

体制や設備等の要件を満たす医療機関 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９８／２，６８０ （配布）オンライン （取集）オ

ンライン （記入）自計 （把握時）患者の退室日を基準として１月～１２月分の１年 

（系統）厚生労働省－民間事業者－医療機関 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）翌年２月末日 

【調査事項】 １．新生児集中治療室入室患児数、２．出生体重群別入室患児数、３．感染症発症患

児の出生体重群、４．原因菌名、５．感染症分類名等  
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【調査名】 平成２３年産業連関構造調査（運輸関連事業投入調査）（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月１３日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策課 

【目 的】 本調査は、平成２３年（２０１１年）産業連関表作成のため、必要な資料が既存統計から

得られない運輸関連事業について、調査期間中における売上高（事業収入）、総費用の項目

別金額等を調査することにより、生産額、投入額等推計のための基礎資料を得ることを目的

とする。 

【調査の構成】 １－バス事業調査票 ２－ハイヤー・タクシー業調査票 ３－道路貨物運送事業調査

票 ４－倉庫業調査票 ５－航空機使用事業調査票 ６－貨物利用運送事業調査票 

７－運輸付帯サービス調査票 ８－旅行業・観光協会調査票 ９－サルベージ業調査票 

１０－自動車整備事業調査票 １１－貸自動車業調査票 １２－船舶製造業調査票 

１３－鉄道車両工業調査票 

【公 表】 インターネット（平成２５年７月） 

※ 

【調査票名】 １－バス事業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）バス事業者 （抽出枠）日本バス協会会員名

簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／６，１３２ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日

～１２月３１日 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月３０日～１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名、２．（１） 事業者の所在地、（２） 電話番号、３．従業員数、４．

年間売上高（事業収入）、５．年間総費用計、６．年間総費用の明細、７．屑・副産物の

売却益及び売却した屑・副産物、８．営業用車両台数 

※ 

【調査票名】 ２－ハイヤー・タクシー業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）ハイヤー・タクシー事業者 （抽出枠）全国

ハイヤー・タクシー名鑑 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２００／５７，０１３ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日

～１２月３１日 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月３０日～１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名、２．（１） 事業者の所在地、（２） 電話番号、３．従業員数、４．

年間売上高（事業収入）、５．年間総費用計、６．年間総費用の明細、７．屑・副産物の

売却益及び売却した屑・副産物、８．営業用車両台数 

※ 

【調査票名】 ３－道路貨物運送事業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）道路貨物運送事業者 （抽出枠）貨物自動車

運送事業者台帳 
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【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２００／５８，４５３ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日

～１２月３１日 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月３０日～１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名、２．（１） 事業者の所在地、（２） 電話番号、３．従業員数、４．

年間売上高（事業収入）、５．年間総費用計、６．年間総費用の明細、７．屑・副産物の

売却益及び売却した屑・副産物、８．営業用車両台数、９．全事業の総売上、１０．事

業ごとの売上の割合 

※ 

【調査票名】 ４－倉庫業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）普通倉庫業者、冷蔵倉庫業者及び水面倉庫業

者 （抽出枠）倉庫営業所データベース 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２０５／５，８３９ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日

～１２月３１日 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月３０日～１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名、２．（１） 事業者の所在地、（２） 電話番号、３．従業員数、４．

年間売上高（事業収入）、５．年間総費用計、６．年間総費用の明細、７．屑・副産物の

売却益及び売却した屑・副産物、８．倉庫種類別、９．面積又は容積、１０．年間入庫

量及び期首・期末保管残高 

※ 

【調査票名】 ５－航空機使用事業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）航空機使用事業者 （抽出枠）航空機使用事

業者一覧 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２０／７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日～１２

月３１日 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月３０日～１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名、２．（１） 事業者の所在地、（２） 電話番号、３．従業員数、４．

年間売上高（事業収入）、５．年間総費用計、６．年間総費用の明細、７．屑・副産物の

売却益及び売却した屑・副産物 

※ 

【調査票名】 ６－貨物利用運送事業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）貨物利用運送事業者 （抽出枠）貨物利用運

送事業営業報告書 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１８０／２５，０４６ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日

～１２月３１日 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月３０日～１１月３０日 
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【調査事項】 １．事業者名、２．（１） 事業者の所在地、（２） 電話番号、３．従業員数、４．

年間売上高（事業収入）、５．年間総費用計、６．年間総費用の明細、７．屑・副産物の

売却益及び売却した屑・副産物、８．全事業の総売上、９．事業ごとの売上の割合、１

０．利用運送機関別取扱実績、１１．利用運送機関別年間売上高（事業収入） 

※ 

【調査票名】 ７－運輸付帯サービス調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）水先案内・検数・検量・鑑定・航空付帯サー

ビス業者 （抽出枠）日本水先人会連合会会員名簿、検数等事業者名簿、構内営業者台

帳 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６０／５１８ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日～１

２月３１日 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月３０日～１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名、２．（１） 事業者の所在地、（２） 電話番号、３．従業員数、４．

年間売上高（事業収入）、５．年間総費用計、６．年間総費用の明細、７．屑・副産物の

売却益及び売却した屑・副産物、８．年間売上高（事業収入）のうちの拠出金・補助金

額 

※ 

【調査票名】 ８－旅行業・観光協会調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）第一種旅行業者、第二種旅行業者、第三種旅

行業者及び観光協会 （抽出枠）日本旅行業協会（ＪＡＴＡ）会員名簿、全国市町村・

観光協会便覧 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３０／９，６２４ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日

～１２月３１日 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月３０日～１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名、２．（１） 事業者の所在地、（２） 電話番号、３．従業員数、４．

年間売上高（事業収入）、５．年間総費用計、６．年間総費用の明細、７．屑・副産物の

売却益及び売却した屑・副産物 

※ 

【調査票名】 ９－サルベージ業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）サルベージ事業者 （抽出枠）日本サルベー

ジ協会会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライ

ン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日～１２月３１日 （系

統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月３０日～１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名、２．（１） 事業者の所在地、（２） 電話番号、３．従業員数、４．

年間売上高（事業収入）、５．年間総費用計、６．年間総費用の明細、７．屑・副産物の



- 17 - 
 

売却益及び売却した屑・副産物、８．依頼者別サルベージ料金収入 

※ 

【調査票名】 １０－自動車整備事業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）自動車整備事業者 （抽出枠）各都道府県自

動車整備振興会会員名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２００／９１，９３５ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日

～１２月３１日 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月３０日～１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名、２．（１） 事業者の所在地、（２） 電話番号、３．従業員数、４．

年間売上高（事業収入）、５．年間総費用計、６．年間総費用の明細、７．屑・副産物の

売却益及び売却した屑・副産物、８．原材料費及び部品等購入費の明細 

※ 

【調査票名】 １１－貸自動車業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）貸自動車事業者 （抽出枠）全国レンタカー

協会会員名簿（自動車レンタ・リース年鑑） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２００／６，９２１ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日

～１２月３１日 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月３０日～１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名、２．（１） 事業者の所在地、（２） 電話番号、３．従業員数、４．

年間売上高（事業収入）、５．年間総費用計、６．年間総費用の明細、７．屑・副産物の

売却益及び売却した屑・副産物、８．賃貸用自動車数、９．賃貸先産業別収入比率 

※ 

【調査票名】 １２－船舶製造業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）船舶製造業者 （抽出枠）造船所名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／２，０９６ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日

～１２月３１日 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月３０日～１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名、２．（１） 事業者の所在地、（２） 電話番号、３．従業員数、４．

年間売上高（事業収入）、５．年間総費用計、６．年間総費用の明細、７．屑・副産物の

売却益及び売却した屑・副産物、８．調査期首・期末生産者在庫純増、９．事業別総費

用の割合、１０．原材料費及び部品等購入費の明細 

※ 

【調査票名】 １３－鉄道車両工業調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）鉄道車両製造業者及び鉄道車両部品製造業者 

（抽出枠）国土交通省鉄道車両等生産動態統計調査対象名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４０／９３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵
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送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日～１２

月３１日 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月３０日～１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名、２．（１） 事業者の所在地、（２） 電話番号、３．従業員数、４．

年間売上高（事業収入）、５．年間総費用計、６．年間総費用の明細、７．屑・副産物の

売却益及び売却した屑・副産物、８．調査期首・期末新造車両仕掛品純増、９．事業別

総費用の割合、１０．原材料費及び部品等購入費の明細  
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【調査名】 建設資材・労働力需要実態調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月１３日 

【実施機関】 国土交通省土地・建設産業局 建設市場整備課 

【目 的】 本調査は、建設工事の円滑な執行を図るために、建設資材及び労働力の供給安定化が必要

不可欠であることから、主要建設資材及び労働力の建設工事における原単位を把握すること

により、その需要構造を明らかにすることを目的としている。 

【沿 革】 平成２４年に、調査周期が３年から２年に変更された。 

【調査の構成】 １－建設資材・労働力需要実態調査票【建築部門】＜通常用＞ ２－建設資材・労働

力需要実態調査票【土木・その他部門】＜通常用＞ ３－建設資材・労働力需要実態調

査票【建設部門】＜需要時期別有＞ ４－建設資材・労働力需要実態調査票【土木・そ

の他部門】＜需要時期別有＞ 

【公 表】 インターネット（調査実施年の翌年５月） 

【備 考】 今回の変更は、沿革欄記載の変更のほか、調査事項の追加等。 

※ 

【調査票名】 １－建設資材・労働力需要実態調査票【建築部門】＜通常用＞ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）各都道府県にある（社）建設業協会に加盟

している建設業者で、以下の要件を満たす建築工事を着工した建設業者。１．調査実施

年度の前年度（４月～３月）に着工、２．床面積１０平方メートル超の工事費予定額５

００万円以上の新築・増築工事、３．工期が２４か月以内の工事 （抽出枠）（社）建設

業協会に加盟している建設業者を対象として作成された名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，５００／５８０，０００ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施年度の前年度（４

月～３月） （系統）調査票の配布：国土交通省－民間事業者－報告者、調査票の取集：

報告者－国土交通省、報告者－民間事業者－国土交通省 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２６年１０月～１２月（２年周期。ただし、需要

時期別有で実施する年を除く） 

【調査事項】 １．事業所名、２．事業所在地、３．所属部課名、４．氏名、５．電話、６．メール

アドレス、７．工事件名、８．発注者、９．施工場所、１０．契約年月、１１．実際の

工事着工年月、１２．実際の完成又は工事完成予定年月、１３．延べ床面積、１４．主

たる構造、１５．対象工事の工事費（工事種類別）、１６．請負形態（工事種類別）、１

７．発注者からの無償支給材評価額、１８．建築主体工事に使用した資材の使用数量、

１９．建築主体工事に従事した労働者の延べ人数 

※ 

【調査票名】 ２－建設資材・労働力需要実態調査票【土木・その他部門】＜通常用＞ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）建設工事受注動態統計調査（建設工事統計

調査（基幹統計調査）の一部）の対象業者のうち資本金１千万円以上で、以下の要件を

満たす土木工事及び機械装置等工事を受注した建設業者。１．調査実施年度の前年度（４

月～３月）に受注した工事、２．請負契約額５００万円以上の工事 （抽出枠）建設工

事受注動態統計調査の情報 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，８００／２００，０００ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施年度の前年度

（４月～３月） （系統）調査票の配布：国土交通省－民間事業者－報告者、調査票の

取集：報告者－国土交通省、報告者－民間事業者－国土交通省 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２７年１０月～１２月（２年周期。ただし、需要

時期別有で実施する年を除く。） 

【調査事項】 １．事業所名、２．事業所在地、３．所属部課名、４．氏名、５．電話、６．メール

アドレス、７．工事件名、８．発注者、９．受注動態統計調査票提出月、１０．請負契

約額、１１．施工場所、１２．契約年月、１３．実際の工事着工年月、１４．実際の完

成又は工事完成予定年月、１５．最終工事請負契約金額、１６．発注者からの無償支給

材評価額、１７．対象工事に使用した資材の使用量、１８．対象工事に従事した労働者

の延べ人数 

※ 

【調査票名】 ３－建設資材・労働力需要実態調査票【建設部門】＜需要時期別有＞ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）各都道府県にある（社）建設業協会に加盟

している建設業者で、以下の要件を満たす建築工事を着工した建設業者。１．調査実施

年度の前年度（４月～３月）に着工、２．床面積１０平方メートル超の工事費予定額５

００万円以上の新築・増築工事、３．工期が２４か月以内の工事 （抽出枠）（社）建設

業協会に加盟している建設業者を対象として作成された名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，５００／５８０，０００ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施年度の前年度（４

月～３月） （系統）調査票の配布：国土交通省－民間事業者－報告者、調査票の取集：

報告者－国土交通省、報告者－民間事業者－国土交通省 

【周期・期日】 （周期）８年 （実施期日）平成２４年１０月～１２月（８年周期） 

【調査事項】 １．事業所名、２．事業所在地、３．所属部課名、４．氏名、５．電話、６．メール

アドレス、７．工事件名、８．発注者、９．施工場所、１０．契約年月、１１．実際の

工事着工年月、１２．実際の完成又は工事完成予定年月、１３．延べ床面積、１４．主

たる構造、１５．対象工事の工事費（工事種類別）、１６．請負形態（工事種類別）、１

７．発注者からの無償支給材評価額、１８．建築主体工事に使用した資材の使用数量及

び需要時期、１９．建築主体工事に従事した労働者の延べ人数及び需要時期 

※ 

【調査票名】 ４－建設資材・労働力需要実態調査票【土木・その他部門】＜需要時期別有＞ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）建設工事受注動態統計調査（建設工事統計

調査（基幹統計調査）の一部）の対象業者のうち資本金１千万円以上で、以下の要件を

満たす土木工事及び機械装置等工事を受注した建設業者。１．調査実施年度の前年度（４

月～３月）に受注した工事、２．請負契約額５００万円以上の工事 （抽出枠）建設工

事受注動態統計調査の情報 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，８００／２００，０００ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施年度の前年度
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（４月～３月） （系統）調査票の配布：国土交通省－民間事業者－報告者、調査票の

取集：報告者－国土交通省、報告者－民間事業者－国土交通省 

【周期・期日】 （周期）８年 （実施期日）平成２５年１０月～１２月（８年周期） 

【調査事項】 １．事業所名、２．事業所在地、３．所属部課名、４．氏名、５．電話、６．メール

アドレス、７．工事件名、８．発注者、９．受注動態統計調査票提出月、１０．請負契

約額、１１．施工場所、１２．契約年月、１３．実際の工事着工年月、１４．実際の完

成又は工事完成予定年月、１５．最終工事請負契約金額、１６．発注者からの無償支給

材評価額、１７．対象工事に使用した資材の使用量及び需要時期、１８．対象工事に従

事した労働者の延べ人数及び需要時期  
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【調査名】 国際比較プログラムに関する小売物価調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月２７日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部消費統計課物価統計室 

【目 的】 本調査は、国際比較に必要な商品の小売価格及びサービス料金を調査し、ＯＥＣＤが主宰

する「国際比較プログラム」（ＩＣＰ）に対して、各国通貨の購買力平価による国内総生産

（ＧＤＰ）の実質比較を行うための基礎資料を提供することを目的とする。 

【沿 革】 国際比較プログラムは、国連統計委員会の勧告に基づき、国連統計部により１９６９年に

開始された。我が国は、第３期事業（１９７５年対象）以降これに参加し、関係各府省の協

力の下に、調査対象品目の価格データ、支出ウェイトのデータの提供を行っている。第４期

事業（１９８０年対象）からは、参加国数の増加等の理由から参加国をいくつかの地域・グ

ループに分けそれぞれの地域等で比較事業を行い、国連統計部（１９８５年からは世界銀行）

が地域等の比較結果を連結し、世界比較結果をまとめる方式がとられている。第６期事業（１

９９３年対象）終了後、事業実施のための資金の不足等から事業が停滞していたが、事業実

施体制等の再構築が行われ、世界銀行主導で世界１５３か国を比較対象としたＩＣＰ事業

（２００５年を基準年とする２００３～２００６年ラウンド）が再開され、我が国もこれに

参加することとなった。また、我が国は、ＯＥＣＤと欧州連合統計局（Ｅｕｒｏｓｔａｔ）

が共同主宰する「購買力平価（ＰＰＰ）算出プログラム事業」にも参加している。購買力平

価（ＰＰＰ）算出プログラム事業は、世界比較事業とは独立して３年周期で実施されており、

現在２０１１年ラウンド（２００９～２０１１年）の調査を実施中である。 

【調査の構成】 １－国際比較プログラムに関する小売物価調査（ＯＥＣＤ２０１１年ラウンド「サー

ビス等」調査） 調査票 

【公 表】 インターネット（ＯＥＣＤが定める期日（平成２８年末日）） 

【備 考】 今回の変更は、ＯＥＣＤの指定に基づく調査対象の公表、調査事項及び調査の実施期間等

の変更。 

※ 

【調査票名】 １－国際比較プログラムに関する小売物価調査（ＯＥＣＤ２０１１年ラウンド「サービ

ス等」調査） 調査票 

【調査対象】 （地域）東京都区部 （単位）事業所 （属性）東京都区部の小売業を行っている事

業所 （抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００ （配布）職員 （取集）職員 （記入）他計 

（把握時）調査実施日現在 （系統）総務省統計局－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２４年８月２７日～９月２８日 

【調査事項】 ＯＥＣＤから価格データ提供の依頼があった「食料・飲料・たばこ」に係る品目・銘

柄の小売価格及びサービス料金  
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【調査名】 観光地域経済調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月２７日 

【実施機関】 国土交通省観光庁参事官 

【目 的】 本調査は、我が国の観光地域における観光割合、生産・供給構造、雇用状況等の実態を把

握し、観光産業振興施策の基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－観光地域経済調査 調査票Ａ ２－観光地域経済調査 調査票Ｂ 

【公 表】 インターネット及び印刷物（平成２５年７月） 

※ 

【調査票名】 １－観光地域経済調査 調査票Ａ 

【調査対象】 （地域）全国の観光地域 （単位）事業所 （属性）観光地域に所在する観光産業事

業所及び観光産業の範囲外の事業所のうち、観光売上のある観光地点の施設等の運営を

業とする事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿を基に作成し

た観光地域に所在する観光産業事業所及び観光産業の範囲外の事業所のうち、観光売上

のある観光地点の施設等の運営を業とする事業所のリスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／４９，０００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系統）国土交通省観光庁

－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年９月１４日～１０月１５日 

【調査事項】 １．事業所の月別従業者数、２．経営組織、３．事業所の売上（収入）金額及び費用、

４．事業別売上（収入）金額又は割合、５．主な事業、６．主な事業の売上（収入）金

額における観光割合、７．主な事業の売上（収入）金額の月別内訳等、８．相手先別収

入額の割合、９．相手先別収入額の電子商取引の割合、１０．年間営業費用の項目別内

訳及び支払先地域別割合、１１．事業の実施状況 

※ 

【調査票名】 ２－観光地域経済調査 調査票Ｂ 

【調査対象】 （地域）全国の観光地域 （単位）事業所 （属性）観光地域に所在する観光産業事

業所及び観光産業の範囲外の事業所のうち、観光売上のある観光地点の施設等の運営を

業とする事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿を基に作成し

た観光地域に所在する観光産業事業所及び観光産業の範囲外の事業所のうち、観光売上

のある観光地点の施設等の運営を業とする事業所のリスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８６，０００／１，１７４，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系統）国土交通

省観光庁－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年９月１４日～１０月１５日 

【調査事項】 １．事業所の月別従業者数、２．経営組織、３．事業所の売上（収入）金額及び費用、

４．事業別売上（収入）金額又は割合、５．主な事業、６．主な事業の売上（収入）金

額における観光割合、７．主な事業の売上（収入）金額の月別内訳等、８．相手先別収

入額の割合、９．相手先別収入額の電子商取引の割合、１０．年間営業費用の項目別内

訳及び支払先地域別割合、１１．事業の実施状況  
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【調査名】 東日本大震災における地震・津波時の避難に関する実態調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月３１日 

【実施機関】 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（調査・企画担当） 

【目 的】 本調査は、東日本大震災に伴う津波で甚大な被害の出た岩手県・宮城県・福島県において、

東日本大震災の地震発生から津波来襲までの間に、被災者・各関係者がどのように行動した

か等の被災・対応状況の実態を詳細に調査し、記録として残すとともに、今後の対策につな

げていくことを目的とする。 

【調査の構成】 １－東日本大震災における地震・津波時の避難に関する実態調査 

【公 表】 インターネット及び印刷物（平成２４年１１月） 

※ 

【調査票名】 １－東日本大震災における地震・津波時の避難に関する実態調査 

【調査対象】 （地域）岩手県、宮城県、福島県の沿岸市町村における津波浸水範囲 （単位）個人 

（属性）岩手県、宮城県、福島県の沿岸市町村における津波浸水範囲の平成２３年４月

１日時点で１６歳以上の住民 （抽出枠）住宅地図 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１，４００／５１０，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２３年３月１１日（東日本大震災の地震発

生日） （系統）内閣府－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年８月～９月 

【調査事項】 １．地震発生時にいた場所、一緒にいた人、２．揺れている最中や直後の建物外への

避難、地震直後の行動、３．地震発生日の停電状況、４．家族等の安否確認の有無、迎

えに行った家族等、５．大津波警報の見聞きの状況、６．市町村からの避難の呼びかけ

の見聞きの状況、７．周囲から聞いた話、８．周囲にした話、９．周囲の人の避難状況、

１０．勤務先での状況、１１．津波が押し寄せてくるまでの間にしたこと、１２．避難

の状況、１３．津波浸水域への戻りの状況、１４．自身の津波被害、自宅の被害状況、

１５．地震発生時にいた場所の津波浸水状況、１６．家族・親戚の被害状況、１７．震

災前の備え、１８．地域での津波防災への取組、１９．過去の地震・津波に関する経験、

２０．性別、年齢、職業、役職、２１．同居の状況（小学生以下の子供、７０歳以上の

お年寄り、一人で避難困難な人）、２２．近所づきあいの程度  
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【調査名】 建設副産物実態調査（利用量・搬入先調査）（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月３１日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局公共事業企画調整課環境・リサイクル企画室 

【目 的】 本調査は、全国の建設工事に係る建設副産物の利用量・排出量等の実態を把握し、リサイ

クルの進捗状況や状況の変化に応じた制度の見直し、新たな対策の検討等を行うための基礎

資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 平成２年度調査開始 

【調査の構成】 １－建設副産物実態調査（利用量・搬入先調査） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査実施年度の翌年度１２月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。調査の周期については、従前５年周期とされてきた

が、今回過去の実施時期を踏まえ１回限りとされている。 

※ 

【調査票名】 １－建設副産物実態調査（利用量・搬入先調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）公共機関が実施する公共工事、民間公益企

業が実施する民間公益工事及び民間工事を請け負う元請業者 （抽出枠）公共工事及び

民間公益工事は発注する請負金額１００万以上の工事の元請業者の全数を対象とし、民

間工事は団体加盟企業の全数を対象とする。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２４，０００／４９８，８０６ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２４年４月～平成

２５年３月 （系統）公共工事等：国土交通省－地方支分部局等－発注機関－報告者又

は国土交通省－発注機関－報告者、民間工事：国土交通省－地方支分部局等－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年８月１日～平成２５年６月２８日 

【調査事項】 １．工事概要、２．建設資材利用実態、３．建設副産物発生・搬出実績 
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【調査名】 建設副産物実態調査（再生処理施設の稼働実態調査）（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月３１日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局公共事業企画調整課環境・リサイクル企画室 

【目 的】 本調査は、全国の建設副産物の再生処理施設の稼働実態を把握し、リサイクルの進捗状況

や状況の変化に応じた制度の見直し、新たな対策の検討等を行っていくための基礎資料を得

ることを目的とする。 

【沿 革】 平成２年度調査開始 

【調査の構成】 １－建設副産物実態調査（再生処理施設の稼動実態調査） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査実施年度の翌年度１２月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。調査の周期については、従前５年周期とされてきた

が、今回過去の実施時期を踏まえ１回限りとされている。 

※ 

【調査票名】 １－建設副産物実態調査（再生処理施設の稼動実態調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）１．廃棄物の処理及び清掃に関する法律第

１５条に基づく産業廃棄物施設の許可を受けた中間処理施設及び最終処分場、２．建設

発生土利用促進施設 （抽出枠）都道府県等産業廃棄物処理施設等台帳 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２４年４月～平成２５年３月 （系統）

国土交通省－地方支分部局等－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年８月１日～平成２５年６月２８日 

【調査事項】 １．再生処理施設の概要等、２．調査実施年度の建設副産物処理実績、３．建設副産

物受入料金及び建設副産物再生品販売料金  
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【調査名】 平成２３年産業連関構造調査（公共事業工事費投入調査）（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月３１日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策課建設統計室 

【目 的】 本調査は、国土交通省所管の公共事業費の投入構造を把握し、平成２３年（２０１１年）

産業連関表作成に必要な建設部門における投入額推計のための基礎資料を得ることを目的

とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和４５年表作成時に開始され、旧統計法下では「届出統計調査」と扱われて

きたが、統計法の全部改正により、一般統計調査として扱われることになった。平成２４年

に、調査名が「平成１７年度公共事業工事費内訳調査」から「平成２３年産業連関構造調査

（公共事業工事費投入調査）」に変更された。 

【調査の構成】 １－【（１）事務費投入調査票】 ２－【（２）測量設計費（測量及び試験費）投入調

査票】 ３－【（３）船舶及び機械器具費（機械器具費）投入調査票】 ４－【（４）本

工事費投入調査票】 

【公 表】  

【備 考】 今回の変更は、沿革欄記載の変更のほか、調査対象の変更等 

※ 

【調査票名】 １－【（１）事務費投入調査票】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人等 （属性）地方整備局、北海道開発局、沖縄総合事務

局、都道府県、政令指定都市、地方港湾管理者を除く都道府県・政令指定都市に該当し

ない港湾管理者 （抽出枠）地方整備局等、都道府県、港湾管理者（政令指定都市を含

む） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）

自計 （把握時）平成２３年４月～平成２４年３月 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月～１１月 

【調査事項】 平成２３年度中の調査対象事業（１３事業）別事務費の内訳 

※ 

【調査票名】 ２－【（２）測量設計費（測量及び試験費）投入調査票】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人等 （属性）地方整備局、北海道開発局、沖縄総合事務

局、都道府県、政令指定都市、地方港湾管理者を除く都道府県・政令指定都市に該当し

ない港湾管理者 （抽出枠）地方整備局等、都道府県、港湾管理者（政令指定都市を含

む） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）

自計 （把握時）平成２３年４月～平成２４年３月 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月～１１月 

【調査事項】 平成２３年度中の調査対象事業（１３事業）別測量設計費（測量及び試験費）の内訳 

※ 

【調査票名】 ３－【（３）船舶及び機械器具費（機械器具費）投入調査票】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人等 （属性）地方整備局、北海道開発局、沖縄総合事務

局、都道府県、政令指定都市、地方港湾管理者を除く都道府県・政令指定都市に該当し
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ない港湾管理者 （抽出枠）地方整備局等、都道府県、港湾管理者（政令指定都市を含

む） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）

自計 （把握時）平成２３年４月～平成２４年３月 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月～１１月 

【調査事項】 平成２３年年度中の調査対象事業（１３事業）別船舶及び機械器具費（機械器具費）

の内訳 

※ 

【調査票名】 ４－【（４）本工事費投入調査票】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人等 （属性）地方整備局、北海道開発局、沖縄総合事務

局、都道府県、政令指定都市、地方港湾管理者を除く都道府県・政令指定都市に該当し

ない港湾管理者 （抽出枠）地方整備局等、都道府県、政令指定都市、港湾管理者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０１ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）平成２３年４月～平成２４年３月 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月～１１月 

【調査事項】 調査対象事業（１３事業）の工事種類（９４種類）別・工事規模（７種類）別の工事

について、別途実施する「平成２３年産業連関構造調査（公共事業工事費投入調査にお

ける予備調査）」を踏まえて国土交通省が指定する工事件数（合計約２，５００件）の中

から、報告者が任意に調査対象工事を選定し、その工事に係る工事費の内訳 



- 29 - 
 

【調査名】 平成２３年産業連関構造調査（土木工事間接工事費投入調査）（平成２４年承

認） 

【承認年月日】 平成２４年７月３１日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策課建設統計室 

【目 的】 本調査は、国土交通省所管の公共事業に係る工事費のうち、間接工事費の内訳を把握し、

平成２３年（２０１１年）産業連関表作成に必要な建設部門の投入額推計の基礎資料を得る

ことを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成２年表作成時に開始された。平成２４年に調査の名称が「平成１７年土木

工事間接工事費内訳調査」から「平成２３年産業連関構造調査（土木工事間接工事費投入調

査）」に変更された。 

【調査の構成】 １－土木工事間接工事費投入調査票 

【公 表】  

【備 考】 今回の変更は、沿革欄記載の変更のほか、調査方法の変更。 

※ 

【調査票名】 １－土木工事間接工事費投入調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）平成２３年度に地方整備局、北海道開発局、

沖縄総合事務局及び都道府県が発注した国土交通省所管の公共事業に係る工事を受注し

た元請建設業者 （抽出枠）平成２３年産業連関構造調査（公共事業工事費投入調査）

（４）本工事費投入調査で対象となった工事の中から報告者が任意に選定する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１４７／１４５，４１７ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年４月～平成２４年３

月 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月～１１月 

【調査事項】 選定した工事に係る間接工事費の内訳  
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【調査名】 平成２３年産業連関構造調査（独立行政法人等土木工事費投入調査）（平成２

４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月３１日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策課建設統計室 

【目 的】 本調査は、独自性の高い事業を行う独立行政法人等が発注する土木工事の件数及び土木工

事費の内訳を把握し、平成２３年（２０１１年）産業連関表作成に必要な建設部門の投入額

推計の基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和６０年表作成時に開始された。平成２４年に調査の名称が「平成１７年度

独立行政法人等土木工事費内訳調査」から「平成２３年産業連関構造調査（独立行政法人等

土木工事費投入調査）」に変更された。 

【調査の構成】 １－【（１）工事件数及び本工事費調査票】 ２－【（２）本工事費投入調査票】 

【公 表】  

【備 考】 今回の変更は、沿革欄記載の変更のほか、調査方法の変更等。 

※ 

【調査票名】 １－【（１）工事件数及び本工事費調査票】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人 （属性）調査対象事業（道路事業・河川総合開発事業・

港湾事業・空港整備事業・鉄道軌道建設事業）を行う次の機関。（１）独立行政法人鉄道

建設・運輸施設整備支援機構、（２）独立行政法人水質源機構、（３）東日本高速道路株

式会社、（４）首都高速道路株式会社、（５）中日本高速道路株式会社、（６）西日本高速

道路株式会社、（７）阪神高速道路株式会社、（８）本州四国連絡高速道路株式会社、（９）

東京地下鉄株式会社、（１０）成田国際空港株式会社、（１１）中部国際空港株式会社、

（１２）関西国際空港株式会社、（１３）東京港埠頭株式会社、（１４）（財）横浜港埠頭

公社、（１５）（財）名古屋港埠頭公社、（１６）大阪港埠頭株式会社、（１７）神戸港埠

頭株式会社 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンラ

イン （記入）自計 （把握時）平成２３年４月～平成２４年３月 （系統）国土交通

省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月～１０月 

【調査事項】 平成２３年度に発注した土木工事の工事種類・工事規模別の総件数と本工事費の合計

金額 

※ 

【調査票名】 ２－【（２）本工事費投入調査票】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人 （属性）調査対象事業（道路事業・河川総合開発事業・

港湾事業・空港整備事業・鉄道軌道建設事業）を行う次の機関。（１）独立行政法人鉄道

建設・運輸施設整備支援機構、（２）独立行政法人水質源機構、（３）東日本高速道路株

式会社、（４）首都高速道路株式会社、（５）中日本高速道路株式会社、（６）西日本高速

道路株式会社、（７）阪神高速道路株式会社、（８）本州四国連絡高速道路株式会社、（９）

東京地下鉄株式会社、（１０）成田国際空港株式会社、（１１）中部国際空港株式会社、

（１２）関西国際空港株式会社、（１３）東京港埠頭株式会社、（１４）（財）横浜港埠頭
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公社、（１５）（財）名古屋港埠頭公社、（１６）大阪港埠頭株式会社、（１７）神戸港埠

頭株式会社 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンラ

イン （記入）自計 （把握時）平成２３年度に発注した工事 （系統）国土交通省－

報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月～平成２４年１０月 

【調査事項】 調査対象機関（２）～（８）について工事種類（最大１２種類）・工事規模（７種類）

別の工事より各１件、その他の機関については工事種類（最大１２種類）別に各２件の

工事を報告者が任意に選定し、その工事に係る本工事費の内訳  
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【調査名】 平成２３年産業連関構造調査（土木工事費投入調査）（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月３１日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策課建設統計室 

【目 的】 本調査は、平成２３年に発注された土木工事費の内訳を把握し、平成２３年（２０１１年）

産業連関表作成に必要な建設部門の投入額推計の基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和４５年表作成時に開始された。平成２４年に、調査の名称が「平成１７年

土木工事費内訳調査」から「平成２３年産業連関構造調査（土木工事費投入調査）」に変更

された。 

【調査の構成】 １－土木工事費投入調査票 

【公 表】  

【備 考】 今回の変更は、沿革欄記載の変更のほか、調査方法及び調査時期の変更。 

※ 

【調査票名】 １－土木工事費投入調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）平成２３年に発注された土木工事（国土交

通省等所管の公共事業に係る工事等を除く。）のうち、以下に記載の工事を受注した元請

建設業者。漁港、魚礁、廃棄物処理施設、土地造成、上水道、工業用水道、電気事業、

送配電線、電気通信、鉄道事業、ガス事業、機械装置、ゴルフ場建設工事、構内環境整

備事業、その他の土木 （抽出枠）建設工事受注動態統計調査で提出された工事 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／５００，０００ （配布）オンライン 

（取集）オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年４月～平成２４年３月 （系

統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月～１０月 

【調査事項】 抽出した工事に係る本工事費の内訳  
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【調査名】 平成２３年産業連関構造調査（建築工事費投入調査）（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月３１日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策課建設統計室 

【目 的】 本調査は、平成２３年に発注された建築工事費の内訳を把握し、平成２３年（２０１１年）

産業連関表作成に必要な投入額推計の基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和４５年表作成時に開始された。平成２４年に、調査名称が「平成１７年建

築工事費内訳調査」から「平成２３年産業連関構造調査（建築工事費投入調査）」に変更さ

れた。 

【調査の構成】 １－【建築工事費投入調査票［非木造（Ａ）］】 ２－【建築工事費投入調査票［非木

造（Ｂ）］】 ３－【建築工事費投入調査票［木造］】 

【公 表】  

【備 考】 今回の変更は、沿革記載の変更のほか、調査の方法及び調査の時期の変更。 

※ 

【調査票名】 １－【建築工事費投入調査票［非木造（Ａ）］】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）平成２３年に発注された建築工事（住宅、

事務所、店舗等）を受注した元請建設業者 （抽出枠）建設工事受注動態統計調査の調

査対象工事である公共工事（５００万円以上）及び民間工事（５億円以上）から非木造

の工事を受注した元請建設業者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／５００，０００ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２

月 （系統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１０月～１１月 

【調査事項】 抽出した工事に係る本工事費の内訳 

※ 

【調査票名】 ２－【建築工事費投入調査票［非木造（Ｂ）］】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）平成２３年に発注された建築工事（住宅、

事務所、店舗等）を受注した元請建設業者 （抽出枠）建設工事受注動態統計調査の調

査対象である元請建設業者が平成２３年に受注した非木造の民間工事（５億円未満）を

受注した元請建設業者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／５００，０００ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２

月 （系統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１０月～１１月 

【調査事項】 抽出した工事に係る本工事費の内訳 

※ 

【調査票名】 ３－【建築工事費投入調査票［木造］】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）平成２３年に発注された建築工事（住宅、

事務所、店舗等）を受注した元請建設業者 （抽出枠）（社）全国中小建築工事団体連合

会に加盟している建設業者が、平成２３年に受注した木造建築工事を受注した元請建設



- 34 - 
 

業者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／５００，０００ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系

統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１０月～１１月 

【調査事項】 抽出した工事に係る本工事費の内訳  
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【調査名】 平成２３年産業連関構造調査（不動産業投入調査）（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月３１日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策課建設統計室 

【目 的】 本調査は、不動産業を営む企業の活動に係る投入構造を把握し、平成２３年（２０１１年）

産業連関作成に必要な不動産部門の投入額推計の基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成７年表作成時に開始された。平成１４年に調査の名称が「平成１７年不動

産実態調査」から「平成２３年産業連関構造調査（不動産業投入調査）」に変更された。 

【調査の構成】 １－【国土交通大臣免許業者用】 ２－【都道府県知事免許業者用】 

【公 表】  

【備 考】 今回の変更は、沿革欄記載の変更のほか、調査方法及び調査時期の変更。 

※ 

【調査票名】 １－【国土交通大臣免許業者用】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）宅地建物取引業の免許をもつ企業 （抽出枠）

宅地建物取引業者一覧（国土交通大臣免許） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，１００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系統）国土交通省

－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１１月～１２月 

【調査事項】 不動産業の分譲事業・仲介事業・管理事業・賃貸事業別の平成２３年売上高及び営業

費用の内訳 

※ 

【調査票名】 ２－【都道府県知事免許業者用】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）宅地建物取引業の免許をもつ企業 （抽出枠）

宅地建物取引業者一覧（都道府県知事免許） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系統）国土交

通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１１月～２４年１２月 

【調査事項】 不動産業の分譲事業・仲介事業・管理事業・賃貸事業別の平成２３年売上高及び営業

費用の内訳  
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【調査名】 家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査試験調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月３１日 

【実施機関】 環境省地球環境局総務課低炭素社会推進室 

【目 的】 本調査は、家庭部門二酸化炭素排出量の効果的な削減対策の推進や立案、削減計画の策定

などの基礎資料となる統計調査を創設するにあたり、その試験的な調査として、家庭におけ

る詳細な二酸化炭素排出実態を把握して、当該統計調査の設計の検討に資する基礎資料を得

ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－エネルギー使用量調査票 ２－冬季調査票 ３－世帯調査票 

【公 表】  

※ 

【調査票名】 １－エネルギー使用量調査票 

【調査対象】 （地域）関東甲信（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、

山梨県、長野県）、北海道 （単位）世帯 （属性）専用住宅に居住する主世帯 （抽出

枠）民間事業者が保有する調査モニターのパネル 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，７００／１９，９９０，９００ （配布）オンラ

イン （取集）オンライン （記入）自計 （把握時）平成２４年１０月～翌年９月 （系

統）環境省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）実施期間：平成２４年１０月～平成２５年９月、

提出期限：調査月の翌月１０日 

【調査事項】 １．月別エネルギー使用量等 （１）電気、（２）ガス、（３）灯油、（４）自動車用

燃料（ガソリン、軽油）、２．属性変化等、３．使用エネルギーについて （１）有無・

用途、（２）太陽光発電の有無、（３）太陽電池の容量）（平成２４年１０月分（初回）調

査のみ） 

※ 

【調査票名】 ２－冬季調査票 

【調査対象】 （地域）関東甲信（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、

山梨県、長野県）、北海道 （単位）世帯 （属性）専用住宅に居住する主世帯 （抽出

枠）民間事業者が保有する調査モニターのパネル 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，７００／１９，９９０，９００ （配布）オンラ

イン （取集）オンライン （記入）自計 （把握時）平成２５年３月末時点 （系統）

環境省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）提出期限：平成２５年４月１０日 

【調査事項】 １．暖房機器の使用状況、保有状況、２．冬季の給湯 （１）入浴状況、（２）入浴

に関わる省エネ行動、（３）洗面時・台所のお湯の使い方、（４）お湯の使用に関わる省

エネ行動 

※ 

【調査票名】 ３－世帯調査票 

【調査対象】 （地域）関東甲信（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、

山梨県、長野県）、北海道 （単位）世帯 （属性）専用住宅に居住する主世帯 （抽出
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枠）民間事業者が保有する調査モニターのパネル 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，７００／１９，９９０，９００ （配布）オンラ

イン （取集）オンライン （記入）自計 （把握時）平成２５年９月末 （系統）環

境省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）提出期限：平成２５年４月１０日 

【調査事項】 １．世帯について （１）世帯員、（２）平日昼間の在宅者、（３）世帯年収、２．住

宅について （１）建て方、（２）建築時期、（３）所有関係、（４）延床面積、（５）居

室数、３．家電製品等について （１）テレビ、（２）冷蔵庫、（３）エアコン等の使用

状況、（４）家電製品に関わる省エネ行動、（５）各種照明の使用場所、（６）照明に関わ

る省エネ行動、４．給湯について （１）給湯器の種類、（２）購入時期、（３）夏の入

浴状況、５．コンロ・調理について （１）コンロの種類、（２）購入時期、（３）用意

する食事の数、６．車両について （１）自動車・オートバイの使用状況、（２）年式、

（３）排気量、（４）実燃費、（５）使用頻度  
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【調査名】 大気汚染物質排出量総合調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年７月３１日 

【実施機関】 環境省水・大気環境局大気環境課 

【目 的】 本調査は、大気環境を保全するため、ばい煙発生施設の排出規制制度の見直し等の検討に

必要な光化学オキシダントの発生状況のシミュレーション等に必要な基礎資料を得ること

を目的とする。また、気候変動枠組条約及び京都議定書に基づく温室効果ガスの排出と吸収

の目録（インベントリ）を作成に資することを目的とするものである。 

【沿 革】 本調査は，工場・事業場からの汚染物質の排出状況を把握するとともに，公害健康被害補

償法（昭和４８年法律第１１１号）に基づく公害健康被害補償制度における汚染負荷量賦課

金の賦課料率算定の基礎データ収集を目的として，昭和４９年８月に第１回調査を実施した。

第１回及び第２回（昭和５０年）調査では，大気関係のほかに，水質関係も合わせて調査対

象としていたが，第３回（昭和５１年）調査以降は大気のみとなり，水質関係については，

昭和５２年から別の独立調査（水質汚濁物質排出量総合調査）として実施している。また，

本調査は，昭和６２年度まで全数調査で行われていたが，記入者の負担軽減の観点から，同

年度以降は全数調査を３年周期（最初の全数調査年度は平成２年度）とし，その他の年度は

およそ３分の１の有意抽出調査を行ってきた。平成９年度の調査からは，更に記入者の負担

軽減等に資するため，周期の延長を行い，３年周期（全数調査）となっている。 

【調査の構成】 １－大気汚染物質排出量総合調査 調査票 

【公 表】  

※ 

【調査票名】 １－大気汚染物質排出量総合調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）工場・事業場 （属性）平成２３年３月３１日時点において、

非常用施設として用いられる施設並びに地方公共団体が同様な調査を実施する工場及び

事業場を除いた次のもの。１．大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号。以下「大防

法」という。）に基づき都道府県知事及び大気汚染防止法施行令（昭４３年政令第３２９

号。以下「令」という。）第１３条で定める市の長（以下「都道府県知事等」という。）

に届け出たばい煙発生施設。２．電気事業法等に基づき届出等を行ったばい煙発生施設

（都道府県知事等は、大防法第２７条第３項に基づき所管庁から届出の通知を受ける） 

（抽出枠）大気汚染防止法に基づくばい煙発生施設の設置の届出並びに電気事業法（昭

和３９年法律第１７０号）、ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）及び鉱山保安法（昭

和２４年法律第７０号）の相当規定の定めるところにより許可若しくは認可の申請又は

届出をした事業者。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７５，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日 （系

統）環境省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２４年１０月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．工場又は事業場及びばい煙発生施設の概要、２．ばい煙発生施設の稼働状況、３．

ばい煙の測定値、４．燃原料の種類及び使用量 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 配偶者からの暴力に関する調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月３日 

【実施機関】 愛知県健康福祉部児童家庭課 

【目 的】 本調査は、「配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（２次）」においては、策定基

調として「施策の策定・推進にあたっては、ＤＶ被害当事者の参画や意見を尊重すること」

を定めている。本年度末をもって同計画の計画期間が終了するため、次期計画を策定するに

あたり、配偶者からの暴力の被害者に対して調査を実施し、計画策定の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－配偶者からの暴力に関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－配偶者からの暴力に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）個人 （属性）愛知県内の社会福祉施設に入所してい

る配偶者からの暴力被害者 （抽出枠）愛知県女性相談センターがＤＶ被害者一時保護

委託を行っている全社会福祉施設に入所している配偶者からの暴力被害者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）平成２４年８月１日現在 （系統）愛知県－社会福祉施設－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年８月１日～８月７日 

【調査事項】 ＂１． 世帯の状況について、２．相談・支援等の状況について、３．自立した生活

を困難する事柄について、４．自立した生活のための支援策について＂ 
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【調査名】 群馬県文化振興指針策定アンケート調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月５日 

【実施機関】 群馬県生活文化部文化振興課 

【目 的】 群馬県においては、文化振興行政の方向性を定める群馬県文化基本条例を平成２４年４月

１日から施行している。同条例第５条の規定において、文化振興指針の策定が義務づけられ

ているため、平成２４年度は、群馬県文化振興指針（仮称）の策定を予定している。当該指

針に記載すべき文化振興施策については、県民の文化活動の状況及び文化に対する意識を把

握した上で、県民にとって真に必要な文化振興施策を盛り込む予定である。このため、アン

ケート調査を実施するものである。 

【調査の構成】 １－個人調査 調査票 ２－企業調査 調査票 ３－文化団体調査 調査票 ４－文

化施設調査 調査票 ５－聞き取り調査（個人調査票を使用） 

※ 

【調査票名】 １－個人調査 調査票 

【調査対象】 （地域）群馬県全域 （単位）個人 （属性）群馬県内在住の満２０歳以上の男女、

外国人県民、県内大学生及び県内高校生 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／２，１２５，０９２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）過去１年間～３年間（設問により期間が異なる） 

（系統）都道府県－民間事業者－報告者、群馬県－大学－報告者、群馬県－県教育委員

会－高校－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年７月１３日～７月３１日 

【調査事項】 １．自身について、２．文化芸術活動及び日頃感じていること、３．寄附について、

４．美術館・博物館・文化ホールの利用状況等、５．県の施策に対する意見等 

※ 

【調査票名】 ２－企業調査 調査票 

【調査対象】 （地域）群馬県全域 （単位）企業 （属性）群馬県内に本社を置く企業（パチンコ

業界を除く全業種）で、かつ、直近（平成２３年３月末まで）の売上高１０億円以上 （抽

出枠）国内企業データベース 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）過去１年間～３年間（設問により期間が異なる） （系統）群馬県－民間事

業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年７月１３日～７月３１日 

【調査事項】 １．会社の概要、２．文化活動に対する支援の考え方、３．文化活動に対する支援の

取組状況、４．寄附について、５．県の施策に対する意見等 

※ 

【調査票名】 ３－文化団体調査 調査票 

【調査対象】 （地域）群馬県全域 （単位）その他（文化団体） （属性）群馬県内に活動拠点を

置く文化団体 （抽出枠）県民芸術祭参加団体名簿、市町村文化協会名簿、県の後援事

業実施団体名簿、過去に県が助成した団体名簿（伝統文化支援事業補助金など）、文化芸

術・まちづくりＮＰＯ法人名簿 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）過去１年間～３年間（設問により期間が異なる） （系統）群馬県－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年７月１３日～７月３１日 

【調査事項】 １．団体のプロフィール、２．活動状況、３．文化活動等、４．寄附について、５．

県の施策に対する意見等 

※ 

【調査票名】 ４－文化施設調査 調査票 

【調査対象】 （地域）群馬県全域 （単位）その他（文化ホール及び美術館・博物館） （属性）

県内に所在する文化ホール及び美術館・博物館 （抽出枠）市町村立文化ホール名簿、

群馬県博物館協議会加盟団体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）過去１年間～３年間（設問により期間が異なる） （系統）群馬県－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年７月１３日～７月３１日 

【調査事項】 １．施設のプロフィール、２．施設の活動等、３．寄附について、４．県の施策に対

する意見等 

※ 

【調査票名】 ５－聞き取り調査（個人調査票を使用） 

【調査対象】 （地域）群馬県全域 （単位）個人 （属性）１８歳以上の男女 （抽出枠）県立美

術館・博物館（５ヵ所）、県有施設（５ヵ所）及び県内商業施設、観光施設、観光地、中

心市街地から任意に選定した場所（１０ヵ所以上）を訪れた１８歳以上の男女 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／２０，００８，０６８ （配布）その

他（聞き取り、教員） （取集）その他（聞き取り、教員） （記入）他計 （把握時） 

（系統）群馬県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年７月１３日～７月３１日 

【調査事項】 １．自身について、２．文化芸術活動及び日頃感じていること、３．寄附について、

４．美術館・博物館・文化ホールの利用状況等、５．県の施策に対する意見等
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【調査名】 鳥取県職場環境等実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２０日 

【実施機関】 鳥取県商工労働部雇用人材総室労働政策室 

【目 的】 本調査は、鳥取県内事業所を対象として、職場環境に関わる各種制度の実態を調査し、今

後の労政福祉施策の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－鳥取県職場環境等実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－鳥取県職場環境等実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類の

うち、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道

業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動

産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、

「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス

事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属する事業所常用雇用者規模１０名以

上の民営事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／４，２９４ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年９月１日現在 （系統）鳥取県－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２４年９月１日～９月２１日 

【調査事項】 １．週休２日制に関する事項、２．変形労働時間制に関する事項、３．年次有給休暇

に関する事項、４．休暇制度（年次有給休暇、子の看護休暇、介護休暇を除く）に関す

る事項、５．育児休業制度及びその他育児に関する支援体制に関する事項、６．介護休

業制度及びその他介護に関する支援体制に関する事項、７．仕事と生活の調和（ワーク・

ライフ・バランス）に関する事項、８．ポジティブアクションの促進に関する事項、９．

セクシャルハラスメント対策に関する事項、１０．高齢者の雇用確保措置に関する事項
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【調査名】 まちなか生活実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２０日 

【実施機関】 鳥取県企画部とっとり暮らし支援課 

【目 的】 近年、中山間地域のみならず都市部においても、局地的に人口減少・高齢化が進み、コミ

ュニティ活動の停滞、災害時対応への不安、空き家の増加、買い物弱者の発生、交通不便等

の課題が指摘されている。本調査は、こうした新たな課題に対応し、地域住民が安心して元

気に暮らせる「まちなか」の再生を目指して、商店街振興や都市開発といった従来の切り口

ではなく、生活者の視点でコミュニティを軸に支援施策を検討するための基礎資料とするこ

とを目的とする。 

【調査の構成】 １－まちなか生活実態調査（世帯調査） 調査票 ２－まちなか生活実態調査（自治

会（町内会）調査） 調査票 

※ 

【調査票名】 １－まちなか生活実態調査（世帯調査） 調査票 

【調査対象】 （地域）鳥取県内の都市部で、鳥取県みんなで取り組む中山間地域振興条例及び規則

で規定する中山間地域を除く地域の中から中心市街地等有意に指定した地区 （単位）

世帯 （属性）調査地区に居住する世帯 （抽出枠）各市が独自に聞き取った情報をと

りまとめたリスト及び住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出及び有意抽出 （客体数）４，７１０ （配布）郵送・職員 （取

集）郵送・職員 （記入）自計 （把握時）平成２４年８月１日現在 （系統）鳥取県

－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年８月１日～８月３１日 

【調査事項】 １．世帯の状況、２．住まい、３．くらしの安心、４．交通・買物・通院、５．コミ

ュニティなど 

※ 

【調査票名】 ２－まちなか生活実態調査（自治会（町内会）調査） 調査票 

【調査対象】 （地域）鳥取県内の都市部で、鳥取県みんなで取り組む中山間地域振興条例及び規則

で規定する中山間地域を除く地域の中から中心市街地等有意に指定した地区 （単位）

その他（自治会（町内会）） （属性）調査地区にある全ての自治会（町内会） （抽出

枠）各市等の情報による自治会（町内会）一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２７７ （配布）職員 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）平成２４年８月１日現在 （系統）鳥取県－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年８月１日～８月３１日 

【調査事項】 １．自治会の状況、２．くらしの安心、３．生活環境（交通・店舗・医療）、４．コ

ミュニティなど  
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【調査名】 さいたま市生涯学習市民意識調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２３日 

【実施機関】 さいたま市教育委員会生涯学習振興課 

【目 的】 本調査は、さいたま市民の生涯学習活動に関する実態及びニーズを調査し、「さいたま市

生涯学習推進計画」次期計画策定の基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－生涯学習市民意識調査 調査票 

【備 考】 本調査の名称には、「意識」の文言が付されているが、調査事項の中に「事実の報告」が

含まれていることから、これら「事実の報告」に係る部分について、統計法上の「統計調査」

として届出が受理されたものである。 

※ 

【調査票名】 １－生涯学習市民意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）さいたま市全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女 （抽出枠）住

民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／１，０００，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年８月１日現在 （系統）さいたま市教

育委員会－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）実施期間：平成２４年８月２５日～９月１０日 

【調査事項】 １．生涯学習の実施状況などについて、２．生涯学習に関連する施設について、３．

生涯学習に関する施策について、４．基本情報  
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【調査名】 京都市産業連関表基礎調査（サービス業市外売上率調査）（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２３日 

【実施機関】 京都市産業観光局商工部産業政策課 

【目 的】 平成２３年京都市産業連関表の作成に必要なサービス業の京都市外売上率のデータを把握

するため 

【調査の構成】 １－京都市産業連関表基礎調査（サービス業市外売上率調査）（商業調査） ２－京

都市産業連関表基礎調査（サービス業市外売上率調査）（サービス業調査） 

※ 

【調査票名】 １－京都市産業連関表基礎調査（サービス業市外売上率調査）（商業調査） 

【調査対象】 （地域）京都市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「卸

売業，小売業」、「不動産業，部品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊

業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，

福祉」に属し京都市内に所在する事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５３０／２２，１３３ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日～１２月３１日 （系統）京都市

－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月１６日～１０月１５日 

【調査事項】 １．事業所所在地、２．事業所名、３．（１）記入者の所属部署名、（２）連絡先、（３）

氏名、（４）調査票への記入日、４．対象期間、５．消費税の取り扱い、６．（１）販売

商品の品目コード、（２）販売品目名、（３）年間販売額、（４）購入者居住地内訳 

※ 

【調査票名】 ２－京都市産業連関表基礎調査（サービス業市外売上率調査）（サービス業調査） 

【調査対象】 （地域）京都市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「卸

売業，小売業」、「不動産業，部品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊

業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，

福祉」に属し京都市内に所在する事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９７０／３５，３１２ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日～１２月３１日 （系統）京都市

－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月１６日～１０月１５日 

【調査事項】 １．事業所所在地、２．事業所名、３．（１）記入者の所属部署名、（２）連絡先、（３）

氏名、（４）調査票への記入日、４．対象期間、５．消費税の取り扱い、６．（１）事業

所の産業分類コード、（２）産業分類名、（３）事業内容、（４）年間売上高、（５）地域

別販売先内訳  
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【調査名】 京都市産業連関表基礎調査（研究機関に関する調査）（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２３日 

【実施機関】 京都市産業観光局商工部産業政策課 

【目 的】 平成２３年京都市産業連関表の作成に必要な研究機関の受託研究の収入額や費用のデータ

を把握するため 

【調査の構成】 １－京都市産業連関表基礎調査（研究機関に関する調査） 

※ 

【調査票名】 １－京都市産業連関表基礎調査（研究機関に関する調査） 

【調査対象】 （地域）京都市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類「自

然科学研究所」及び「人文・社会科学研究所」に属し京都市内に所在する事業所 （抽

出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１５１ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）平成２３年１月１日～１２月３１日 （系統）京都市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月１６日～１０月１５日 

【調査事項】 １．事業所所在地、２．事業所名、３．（１）記入者の所属部署名、（２）連絡先、（３）

氏名、（４）調査票への記入日、４．対象期間、５．消費税の取り扱い、６．（１）受託

研究に伴う収入額、（２）地域別受託元内訳、７．研究に関する歳出総額（人件費含む）、

８．外部研究機関への委託費及び委託費のうちの受託研究の再委託分の金額 
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【調査名】 北九州市公共交通１日フリー乗車券利用者アンケート調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２３日 

【実施機関】 北九州市建築都市局計画部都市交通政策課 

【目 的】 北九州市公共交通１日フリー乗車券は、市内では初の公共交通機関の共通乗車券を発売し、

公共交通の乗り継ぎ利便性の向上や料金抵抗を緩和することで公共交通を利用するきっか

け作り及び交通事業者相互の連携強化、公共交通の利用促進を図るものである。共通乗車利

用者の属性や利用方法等についてアンケート調査を行い、利用者の動向を確認するとともに、

今後の公共交通利用促進施策に活かしていくものである。 

【調査の構成】 １－北九州市公共交通１日フリー乗車券利用者アンケート調査 

※ 

【調査票名】 １－北九州市公共交通１日フリー乗車券利用者アンケート調査 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）個人 （属性）北九州市公共交通１日フリー乗車券

購入者（６歳以上の男女） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，０００ （配布）乗車券販売時に、報告者（乗車券購

入者）にアンケート内容を記入したはがきを渡す （取集）報告者（乗車券購入者）が

はがきを記入後、北九州市へ郵送する （記入）自計 （把握時）平成２４年９月１日

～１０月３１日 （系統）調査票の配布：北九州市－民間事業者－報告者、調査票の回

収：報告者－北九州市 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年９月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．住所、２．氏名、３．性別、４．年齢（○歳代）、５．利用した交通機関の利用

回数と経路、６．目的地、７．利用目的、８．旅行の形態、９．フリー乗車券を知った

手段（本調査票には、意識等に関する事項も含まれる。）  
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【調査名】 北九州市若者意識調査アンケート（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２６日 

【実施機関】 北九州市総務企画局政策部企画課 

【目 的】 本調査は、北九州市基本構想・基本計画「元気発進！北九州」プランの見直しにあたり、

北九州市における若年層の就業意識及び定住意向等実態を把握するためアンケート調査を

行い、調査結果を基本計画の見直しにおける市長の一つとして活用するため。 

【調査の構成】 １－北九州市若者意識調査アンケート 調査票 

【備 考】 本調査の名称には、「意識」の文言が付されているが、調査事項の中に「事実の報告」が

含まれていることから、これら「事実の報告」に係る部分について、統計法上の「統計調査」

として届出が受理されたものである。 

※ 

【調査票名】 １－北九州市若者意識調査アンケート 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）個人 （属性）平成２４年４月１日時点で北九州市

内に住民票がある１７歳以上４０歳未満の男女 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／２５５，３１７ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年８月下旬～１１月下旬 （系統）北九

州市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年８月下旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．北九州市について、２．就業意識・職業観について、３．北九州市での暮らしに

ついて、４．都市の魅力について  
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【調査名】 小規模事業者の資金調達環境に関する調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２７日 

【実施機関】 大阪府商工労働部貸金業対策課 

【目 的】 本調査は、零細、小規模事業者の資金調達の実態を明らかにし、貸金市場のあり方を検討

するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－小規模事業者の資金調達環境に関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－小規模事業者の資金調達環境に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）会社企業の本所、本社、本店並びに

個人経営の単独事業所及び本所、本社、本店のうち、以下の１及び２の日本標準産業分

類に掲げる大分類の業種と常用雇用者数の条件に該当する民営事業所。１．「建設業」、

「製造業」、「情報通信業」については常用雇用者数１９人以下、２．「運輸業，郵便業」、

「卸売業，小売業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿

泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，

福祉」、「サービス業（他に分類されないもの）」については常用雇用者数４人以下 （抽

出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／２７１，６１６ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年７月３１日現在 （系統）大阪府－民

間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年８月２３日～９月１０日 

【調査事項】 １．企業概要、２．財務状況、３．財務管理、４．取引関係及び条件、５．借入状況、

６．資金調達状況、７．ノンバンクからの資金調達、８．非正規金融業者の利用
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【調査名】 観光関連インターンシップ推進に関する実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月３０日 

【実施機関】 愛知県産業労働部観光コンベンション課 

【目 的】 本調査は、愛知県内の観光系大学・専門学校のインターンシップ担当者、担当教員及び学

生並びに観光事業者におけるインターンシップへの取組みの実態やインターンシップモデ

ル事業への参加意向等を把握し、モデル事業の実施や観光人材の育成について検討するため

の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－【Ａ調査票】 ２－【Ｂ調査票】 ３－【Ｃ調査票】 ４－【Ｄ調査票】 

※ 

【調査票名】 １－【Ａ調査票】 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）学校 （属性）大学等のインターンシップ担当者 （抽

出枠）公開されているホームページから作成した対象者リスト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４ （配布）民間事業者が配布 （取集）電話 （記入）

他計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）愛知県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年８月下旬～１０月上旬 

【調査事項】 １．インターンシップの実施状況、２．契約等事務的な手続き 

※ 

【調査票名】 ２－【Ｂ調査票】 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）個人 （属性）大学等の観光学部等の担当教員 （抽

出枠）大学等のインターンシップ担当者から１名ずつ紹介を受け作成した対象者リスト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４／２００ （配布）民間事業者が配布 （取集）電話 

（記入）他計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）愛知県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年８月下旬～１０月上旬 

【調査事項】 １．インターンシップの実施状況、２．インターンシップ実施後の就職の実績 

※ 

【調査票名】 ３－【Ｃ調査票】 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）個人 （属性）大学等の観光学部等の学生 （抽出枠）

大学等の観光学部等の担当教員から紹介を受け作成した名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／６，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）愛知県－大学等または大学等の

担当教員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年８月下旬～１０月上旬 

【調査事項】 １．観光を学ぶ理由、２．就職希望先、３．インターンシップ制度の認知度 

※ 

【調査票名】 ４－【Ｄ調査票】 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）事業所 （属性）観光事業者 （抽出枠）愛知県観光

協会ホームページ、各市町村観光協会ホームページ・パンフレット、観光情報誌雑誌、

県観光協会発行のパンフレット等から作成した名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４２／３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記
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入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年８月下旬～１０月上旬 

【調査事項】 インターンシップの受入れ状況  
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【調査名】 避難勧告及び避難指示に関する調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月３０日 

【実施機関】 佐賀県統括本部消防災課 

【目 的】 本調査は、今年の７月に発生した九州北部豪雨における避難勧告等の状況を検証し、今後

の市町における迅速かつ的確な避難対策の実施に貸することを目的とする。 

【調査の構成】 １－避難勧告及び避難指示に関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－避難勧告及び避難指示に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）平成２４年７月九州北部豪雨で避難勧告又は避難指示が発令された地区 （単

位）個人 （属性）平成２４年７月九州北部豪雨で避難勧告又は避難指示が発令された

地区の住民 （抽出枠）避難勧告又は避難指示が発令された地区の住民 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，６９６／４４，９４９ （配布）自治会長又は

区長が直接報告者に調査票配布 （取集）自治会長又は区長が直接報告者から調査票回

収 （記入）自計 （把握時）平成２４年７月九州北部豪雨で避難勧告又は避難指示が

発令された期間 （系統）佐賀県－県内各市町－各自治会（自治会長又は区長）－報告

者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年８月１日～８月２４日 

【調査事項】 １．報告者の年齢、居所、２．避難勧告又は避難指示認知の有無、認知方法、３．避

難勧告又は避難指示認知後の行動等  
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（２）変更 

【調査名】 茨城県物資流通調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月３日 

【実施機関】 茨城県企画部統計課 

【目 的】 本調査は、茨城県に所在する事業所における製造品及び商品の茨城県と他の都道府県間の

取引状況を明らかにすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－製造業調査票 ２－商業調査票 

【備 考】 今回の変更は、全ての調査票に係る報告者数、調査事項の変更等。 

※ 

【調査票名】 １－製造業調査票 

【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「製

造業」（細分類２１２２生コンクリート製造業を除く。）のうち、「商品流通調査品目一覧」

に掲げる３２０品目を生産している事業所 （抽出枠）工業統計調査及び経済産業省生

産動態統計調査の名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，１２８／６，０１５ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系

統）茨城県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年７月３０日～９月２１日 

【調査事項】 １．製造品の自工場生産額、２．自工場消費額、３．輸出向け出荷額、４．国内向け

出荷額、５．国内向け出荷額のうち消費地別構成比、６．決算期等の期間 

※ 

【調査票名】 ２－商業調査票 

【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）事業所 （属性）卸売業 従業者５人以上の事業所、

小売業 従業者１０人以上の事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，３１３／３４，４００ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 

（系統）茨城県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年７月３０日～９月２１日 

【調査事項】 １．品目名、２．消費税の有無、３．品目別販売額及び販売先別内訳、４．品目別仕

入額及び仕入先別内訳、５．手持額、６．決算期等の期間  
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【調査名】 長野県商品流通調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月６日 

【実施機関】 長野県企画部情報統計課 

【目 的】 本調査は、長野県内製造業における各商品の輸出及び移出入における地域間の交易状況と、

主要な販売先業種を明らかにし、長野県にて作成する長野県産業連関表の基礎資料とするこ

とを目的とする。 

【沿 革】 平成２４年調査より、名称を「平成１７年長野県商品流通調査（製造業）」から変更した。 

【調査の構成】 １－商品流通調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、対象数の変更等。 

※ 

【調査票名】 １－商品流通調査 調査票 

【調査対象】 （地域）長野県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「製

造業」（細分類２１２２生コンクリート製造業を除く。）のうち、「商品流通調査品目一覧」

に掲げる３２０品目を生産している事業所 （抽出枠）工業統計調査及び経済産業省生

産動態統計調査の名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８８３／５，６４５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系統）長野県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月１０日～８月３１日 

【調査事項】 １．製造品の自工場生産額、２．自工場消費額、３．輸出向け出荷額、４．国内向け

出荷額、５．国内向け出荷額のうち消費地別構成比  
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【調査名】 地域特産野菜生産状況調査（愛知県版）（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月９日 

【実施機関】 愛知県農林水産部園芸農産課 

【目 的】 本調査は、農林水産省が実施する一般統計調査である「地域特産野菜生産状況調査」に追

加して、愛知県内において生産される多様な野菜について、品目、作付面積、収穫量、出荷

量等の推移を明らかにし、産地の育成、消費ニーズを踏まえた野菜の安定供給、産地の状況

に応じたきめ細やかな野菜行政を推進していくとともに、消費者及び生産者への情報提供等

を図っていく上で必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 平成２４年調査より、名称を「地域特産野菜等の生産状況調査（愛知県版）」から変更し

た。 

【調査の構成】 １－調査票１ ２－調査票２ 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の変更等。 

※ 

【調査票名】 １－調査票１ 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）協同組合 （属性）農業協同組合 （抽出枠）愛知県

農業協同組合・農事組合法人等名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２３／４７ （配布）オンライン調査（電子メール） 

（取集）オンライン調査（電子メール） （記入）自計 （把握時）調査実施年前々年

（１～１２月）に収穫されたものを対象とする。 （系統）愛知県－市町村－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２４年８月中旬～９月下旬 

【調査事項】 農林水産省の調査には含まれていない野菜６品目（１．ペコロス、２．じねんじょ、

３．かりもり、４．紫キャベツ、５．食用花、６．ミニトマト）について、作付面積、

収穫量、出荷量（生食用、加工用）を調査。 

※ 

【調査票名】 ２－調査票２ 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）協同組合 （属性）農業協同組合 （抽出枠）愛知県

農業協同組合・農事組合法人等名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２３／４７ （配布）オンライン調査（電子メール） 

（取集）オンライン調査（電子メール） （記入）自計 （把握時）調査実施年前々年

（１～１２月）及び調査実施年４年前（１～１２月）に収穫されたものを対象とする。 

（系統）愛知県－市町村－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２４年８月中旬～９月下旬 

【調査事項】 農林水産省の調査には含まれていない野菜６品目（１．ペコロス、２．じねんじょ、

３．かりもり、４．紫キャベツ、５．食用花、６．ミニトマト）について、作付面積、

収穫量、出荷量、増減理由を調査。  
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【調査名】 産業廃棄物実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月９日 

【実施機関】 宮崎県環境森林部循環社会推進課 

【目 的】 本調査は、宮崎県内の産業廃棄物に関する排出、処理の状況、県境を越えて宮崎県内に搬

入のあった産業廃棄物の状況を把握し、今後の廃棄物行政の基礎資料とするため。 

【沿 革】 平成２４年調査より、循環資源利用実態調査と統合した。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物実態調査票【Ｃ表】 ２－産業廃棄物実態調査票【Ｅ票】 ３－産業

廃棄物実態調査票【Ｆ票】 ４－産業廃棄物実態調査票【Ｈ票】 ５－産業廃棄物実態

調査票【Ｌ票】 ６－産業廃棄物実態調査票【Ｓ票】 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の変更等。 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物実態調査票【Ｃ表】 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「運

輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、及び「サービス業（他に分類されないもの）」の事

業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス基礎調査による事業者数名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０／８９８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日 （系統）宮崎県－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年８月２０日～１２月２８日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．年間の発生量（中

間処理を行う前の量）、４．自社での中間処理方法、５．中間処理後の量、６．処理・処

分の方法、７．処理・処分先又は再生利用先の名称、８．処理・処分先又は再生利用先

の所在地、９．処理・処分先又は再生利用先の所在地番号、１０．委託中間処理の方法、

１１．委託中間処理後の処分の方法、１２．再生利用用途、１３．再生利用・最終処分

の場所、１４．再生利用・最終処分先の名称 

※ 

【調査票名】 ２－産業廃棄物実態調査票【Ｅ票】 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「建

設業」の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス基礎調査による事業者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２００／６，３９５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日 （系統）宮崎県－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年８月２０日～１２月２８日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．廃棄物の発生場所、

４．年間の発生量、５．処理方法、６．中間処理後の量、７．処理・処分の方法、８．

処理・処分先又は再生利用先の名称、９．処理・処分先又は再生利用先の所在地、１０．

処理・処分先又は再生利用先の所在地番号、１１．処理方法、１２．処理後の処分方法、

１３．再生利用用途、１４．再生利用・最終処分の場所、１５．再生利用・最終処分先

の名称 
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※ 

【調査票名】 ３－産業廃棄物実態調査票【Ｆ票】 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「農

業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「製造業」、及び「電気・ガス・熱供

給・水道業」の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス基礎調査による事業者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３００／３，５５２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日 （系統）宮崎県－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年８月２０日～１２月２８日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．年間の発生量（中

間処理を行う前の量）、４．自社での中間処理方法、５．中間処理後の量、６．処理・処

分の方法、７．処理・処分先又は再生利用先の名称、８．処理・処分先又は再生利用先

の所在地、９．処理・処分先又は再生利用先の所在地番号、１０．委託中間処理の方法、

１１．委託中間処理後の処分の方法、１２．再生利用用途、１３．再生利用・最終処分

の場所、１４．再生利用・最終処分先の名称 

※ 

【調査票名】 ４－産業廃棄物実態調査票【Ｈ票】 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「医

療，福祉」の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス基礎調査による事業者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／３，８４２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日 （系統）宮崎県－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年８月２０日～１２月２８日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．年間の発生量（中

間処理を行う前の量）、４．自社での中間処理方法、５．中間処理後の量、６．処理・処

分の方法、７．処理・処分先又は再生利用先の名称、８．処理・処分先又は再生利用先

の所在地、９．処理・処分先又は再生利用先の所在地番号、１０．委託中間処理の方法、

１１．委託中間処理後の処分の方法、１２．再生利用用途、１３．再生利用・最終処分

の場所、１４．再生利用・最終処分先の名称 

※ 

【調査票名】 ５－産業廃棄物実態調査票【Ｌ票】 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「情

報通信業」、「卸売業，小売業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「教育，学習支援業」、「複

合サービス事業」、及び「公務（他に分類されるものを除く）」の事業所 （抽出枠）平

成２１年経済センサス基礎調査による事業者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１５０／４１，４３６ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日 （系統）宮崎

県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年８月２０日～１２月２８日 
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【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．年間の発生量（中

間処理を行う前の量）、４．自社での中間処理方法、５．中間処理後の量、６．処理・処

分の方法、７．処理・処分先又は再生利用先の名称、８．処理・処分先又は再生利用先

の所在地、９．処理・処分先又は再生利用先の所在地番号、１０．委託中間処理の方法、

１１．委託中間処理後の処分の方法、１２．再生利用用途、１３．再生利用・最終処分

の場所、１４．再生利用・最終処分先の名称 

※ 

【調査票名】 ６－産業廃棄物実態調査票【Ｓ票】 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）廃棄物処理法第１４条第６項及び第

１５条第１項に基づく許可を有している事業者 （抽出枠）許可業者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２００／２３０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日 （系統） 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年８月２０日～１２月２８日 

【調査事項】 １．委託業者の名称、２．分類番号、３．受託場所が県内の場合の所在地番号、４．

受託場所が県外の場合の所在地番号、５．受託した年間処理量、６．自社での中間処理

の方法、７．処理後の分類番号、８．中間処理後の量、９．処理・処分又は再生利用の

方法、１０．処理・処分先又は再生利用先の名称等、１１．処理・処分先又は再生利用

先の所在地が県内の場合の所在地番号、１２．処理・処分先又は再生利用先が県外の場

合の所在地番号、１３．委託中間処理の方法、１４．委託中間処理後の再利用・処分の

方法、１５．再生利用・リサイクルの用途  
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【調査名】 生活習慣病予防と介護予防の一体的推進に関する調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月１１日 

【実施機関】 愛知県健康福祉部健康担当局健康対策課 

【目 的】 本調査は、健康づくり施策に関する愛知県民の状況やニーズを把握するとともに、施策の

目標の達成状況など愛知県と全国平均との水準比較を行うなどして、施策の見直しに活用す

る。 

【沿 革】 平成２３年に調査の名称が「高齢社会に関する愛知県高齢者調査」から「健康長寿あいち

の実現に関する調査」に変更された。平成２４年においては「健康長寿あいちの実現に関す

る調査」から「生活習慣予防と介護予防の一体的推進に関する調査」に変更された。 

【調査の構成】 １－生活習慣病予防と介護予防の一体的推進に関する調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、沿革欄記載の変更の他、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－生活習慣病予防と介護予防の一体的推進に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）個人 （属性）満６０歳以上の者 （抽出枠）選挙人

名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２，１００，０００ （配布）調査員 

（取集）調査員 （記入）他計 （把握時）毎年８月１日現在 （系統）愛知県－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月上旬～９月中旬まで 

【調査事項】 １．高齢社会に向けた様々な観点での状況や取組の現状、２．生きがいや地域活動参

加に関する行政への期待など  
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【調査名】 なら健康長寿基礎調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月１２日 

【実施機関】 奈良県健康福祉部健康づくり推進課 

【目 的】 本調査は、奈良県民の日常生活の中での健康づくりの取組の実態や健康に対する意識等を

把握することにより、今後の健康づくり対策を推進するための基礎資料を得ることを目的と

する。 

【調査の構成】 １－なら健康長寿基礎調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－なら健康長寿基礎調査 調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）個人 （属性）満２０歳以上の奈良県民 （抽出枠）

住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１，４００／１，３９１，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月１日現在 （系統）奈良県－民間事

業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月２０日～９月３０日 

【調査事項】 １．報告者に関する基本情報（１）年齢、（２）性別、（３）身長、（４）体重、（５）

居住地、（６）職業等、２．生活習慣、３．医療と健診、４．健康づくりの取組
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【調査名】 職場環境調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月１３日 

【実施機関】 奈良県産業・雇用振興部雇用労政課 

【目 的】 本調査は、奈良県内事業所における職場環境の実態を明らかにし、労働行政の基礎資料と

する。 

【調査の構成】 １－職場環境調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告者数の増加、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－職場環境調査 調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「建

設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保

険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「学術研究，専門・技術

サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複

合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属し、常用雇用者が１０人

以上の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／７，６００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月末日現在 （系統）奈良県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月１日～８月末日 

【調査事項】 １．仕事と家庭の両立支援の取組、２．男女均等な取扱い、３．セクシュアル・ハラ

スメント対策、４．労働時間、休日・休暇、５．パートタイム労働者の労働実態
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【調査名】 ひとり親家庭等実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月１７日 

【実施機関】 石川県健康福祉部少子化対策監室 

【目 的】 本調査は、石川県内の母子世帯・父子世帯及び寡婦世帯の実態を詳細に把握し、ひとり親

世帯等に対する福祉対策の推進に資する基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－母子世帯及び父子世帯実態調査票 ２－寡婦世帯実態調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－母子世帯及び父子世帯実態調査票 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）世帯 （属性）県内に居住する母子世帯及び父子世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，７００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２４年８月１日現在 （系統）石川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月１日～８月２０日 

【調査事項】 １．世帯の状況について、２．住宅の状況について、３．就労の状況について、４．

家計の状況について、５．お子さんの状況について、６．その他、生活上の問題等につ

いて、７．現状の支援制度について 

※ 

【調査票名】 ２－寡婦世帯実態調査票 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）世帯 （属性）寡婦世帯のうちから無作為に抽出した

４００世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成２４年８月１日現在 （系統）石川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月１日～８月２０日まで 

【調査事項】 １．世帯の状況について、２．住宅の状況について、３．就労の状況について、４．

家計の状況について、５．その他、生活上の問題等について、６．現状の支援制度につ

いて  
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【調査名】 相模原市産業連関表作成のための特別調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月１９日 

【実施機関】 相模原市企画市民局企画部企画政策課さがみはら都市みらい研究所 

【目 的】 製造業及びサービス業等の市域内外取引の状況を調査し、相模原市産業連関表作成のため

の基礎資料を得るため。 

【調査の構成】 １－相模原市産業連関表作成のための特別調査（製造業向けの調査票） ２－相模原

市産業連関表作成のための特別調査（サービス業等向けの調査票） 

【備 考】 今回の変更は、全ての調査票に係る調査対象、調査事項の変更等 

※ 

【調査票名】 １－相模原市産業連関表作成のための特別調査（製造業向けの調査票） 

【調査対象】 （地域）相模原市全域 （単位）事業所 （属性）商品流通調査対象者名簿に記載さ

れた事務所（神奈川県が実施する製造業物資流通調査の対象となる事業所は除く）及び

平成２１年度以降に相模原市の企業誘致奨励制度（ＳＴＥＰ５０）に認定された事業所 

（抽出枠）経済産業省が実施する商品流通調査対象事務所及び平成２１年度以降に相模

原市の企業誘致奨励制度（ＳＴＥＰ５０）に認定された事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００ （配布）郵送、オンライン、ＦＡＸ （取集）郵

送、オンライン、ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日～１２月３１

日 （系統）相模原市－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期（次回の調査は、平成２９年を予定し、その後は概ね５年周期とす

る予定） （実施期日）平成２４年１１月～１２月 

【調査事項】 １．事業所名、２．電話番号、３．担当者、４．担当部署、５．所在地、６．従業者

数、７．製造品目別年間生産額、８、製造品目別年間自工場消費額、９．製造品目別年

間出荷額、１０．消費地別出荷内訳（相模原市内、神奈川県内（横浜市、川崎市、その

他）、国内（神奈川県外）、海外（輸出）） 

※ 

【調査票名】 ２－相模原市産業連関表作成のための特別調査（サービス業等向けの調査票） 

【調査対象】 （地域）相模原市全域 （単位）事業所 （属性）平成２１年経済センサス－基礎調

査において以下の産業分類に該当する従業者数が１０人以上の民営事業所。ただし、産

業小分類別に従業者が１０人以上の事業所が５未満の場合は５～９人の事業所を対象に

含め、また、従業者が５人以上の事業所が３未満の場合は１～４人の事業所も対象に含

む。神奈川県が実施するサービス業県外売上額等調査の対象となる事業所は除く。 （抽

出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査の結果 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４００／１，８７３ （配布）郵送、オンライン、Ｆ

ＡＸ （取集）郵送、オンライン、ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）平成２３年１月

１日～１２月３１日 （系統）相模原市－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期（次回の調査は、平成２９年を予定し、その後は概ね５年周期とす

る予定。） （実施期日）平成２４年１１月～１２月 

【調査事項】 １．事業所名、２．電話番号、３．担当者、４．担当部署、５．所在地、６．従業者

数、７．サービス品目別サービス売上額、８．サービス品目別売上先内訳（相模原市内、
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神奈川県内（横浜市、川崎市、その他）、国内（神奈川県外）、海外（輸出）） 
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【調査名】 新潟市景況調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月１９日 

【実施機関】 新潟市経済・国際部産業政策課 

【目 的】 本調査は、新潟市内の民営事業所について景気動向を把握し、地域産業の振興施策を検討

するうえでの基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－新潟市景況調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、母集団名簿の変更等。 

※ 

【調査票名】 １－新潟市景況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）新潟市全域 （単位）事業所 （属性）市内の民営事業所。対象となる事業

所は、平成２１年経済センサス－基礎調査の産業分類に掲げる「建設業」、「製造業」、「情

報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「不動産業，部品賃貸業」、「学術研

究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽

業」、「サービス業（他に分類されないもの）に属する民営事業所。 （抽出枠）平成２

１年経済センサス－基礎調査の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／３３，０００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）上期：４月～９月、下期：１０月～翌年３月 （系統）

新潟市－報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）上期：８月下旬～９月上旬、下期：２月下旬～３月上

旬 

【調査事項】 １．業況、２．受注状況、３．生産・売上、４．生産能力、５．出荷状況、６．在庫

水準、７．価格、８．採算、９．資金繰り、１０．雇用、１１．設備投資、１２．経営

上の問題、１３．（１） 事業所、（２） 業界の動向、１４．市の産業支援施策につい

ての要望・意見  
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【調査名】 大阪府労働関係調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月１９日 

【実施機関】 大阪府商工労働部総合労働事務所 

【目 的】 本調査は、大阪府内の民間事業所に働く労働者について、就業形態別に労働時間、年間有

給休暇、時間外労働等、労働条件等の実態を把握し、労務改善のための基礎資料や労働関係

諸機関等の施策の参考に資することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１６年まで「基本的労働条件調査」として実施されていたが、平成１７年

に、調査事項を整理・充実を図るとともに、調査の名称を「大阪府労働関係調査」に変更し、

現在に至っている。 

【調査の構成】 １－大阪府労働関係調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－大阪府労働関係調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類の

「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，

保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲

食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、

「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属する従業者規模３０

人以上の民営事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／２６，０６６ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）大阪府－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月中旬～１０月１０日 

【調査事項】 １．会社の規模（労働者数）、２．労働組合の有無、３．事業所の就業形態別労働者

数（男女別・前年と比較した増減傾向）、４．正社員への登用制度の有無（非正社員内訳）、

５．正社員への登用実績の有無（非正社員内訳）、６．所定労働時間（就業形態別１日・

１週・年間（計算））、７．変形労働時間制の導入状況、８．変形労働時間制の導入状況

（正社員以外への導入状況・非正社員内訳）、９．所定外労働時間（男女別・正社員・パ

ートタイム労働者別：年間）、１０．労働時間等の課題について労使が話し合う機会の有

無、１１．短時間勤務を選択できる制度の有無、１２．短時間勤務を選択できる制度の

有無（制度を利用できるケース）、１３．週休制の実施形態（正社員・パートタイム労働

者別）、１４．事業所の年間休日日数（正社員・パートタイム労働者別）、１５．年次有

給休暇の付与人数・付与日数・取得日数（正社員・パートタイム労働者別）、１６．若年

者の人材育成  
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【調査名】 さいたま市商品流通調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２０日 

【実施機関】 さいたま市総務局総務部総務課 

【目 的】 本調査は、さいたま市とさいたま市外との地域相互における商品の流通状況を明らかにし、

平成２３年さいたま市産業連関表の作成のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－さいたま市商品流通調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－さいたま市商品流通調査 調査票 

【調査対象】 （地域）さいたま市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分

類「製造業」（細分類２１２２生コンクリート製造業を除く。）のうち、「商品流通調査品

目一覧」に掲げる３２０品目を生産している事業所 （抽出枠）工業統計調査の名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３１０／１，１１７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系統）さいたま市－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月１日～１０月１日 

【調査事項】 １．製造品の自工場生産額、２．自工場消費額、３．輸出向け出荷額、４．国内向け

出荷額、５．国内向け出荷額のうち消費地別構成比  
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【調査名】 神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２０日 

【実施機関】 神戸市こども家庭局こども企画育成部総務課 

【目 的】 本調査は、「第６次神戸市青少年育成中期計画」効果の検証のための基礎資料を得るため。 

【調査の構成】 １－神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査票（小学５年生用） ２－神戸

市における青少年・保護者の意識と行動調査票（中学２年生用） ３－神戸市における

青少年・保護者の意識と行動調査票（小学５年生・中学２年生の保護者用） ４－神戸

市における青少年・保護者の意識と行動調査票（１７歳用） 

【備 考】 今回の変更は、調査の目的の変更及び調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査票（小学５年生用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）小学５年生 （抽出枠）教育委員会を

通じて抽出 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，５００ （配布）その他（学校を通じて） （取

集）その他（学校を通じて） （記入）自計 （把握時）平成２４年７月 （系統）神

戸市－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２４年７月 

【調査事項】 １．本人及び家族に関する事項、２．学校に関する事項、３．生活体験に関する事項、

４．熱中していることなどに関する事項、５．居住地域に関する事項、６．行動や考え

に関する事項 

※ 

【調査票名】 ２－神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査票（中学２年生用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）中学２年生 （抽出枠）教育委員会を

通じて抽出 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，５００ （配布）その他（学校を通じて） （取

集）その他（学校を通じて） （記入）自計 （把握時）平成２４年７月 （系統）神

戸市－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２４年７月 

【調査事項】 １．本人及び家族に関する事項、２．学校に関する事項、３．生活体験に関する事項、

４．熱中していることなどに関する事項、５．居住地域に関する事項、６．行動や考え

に関する事項 

※ 

【調査票名】 ３－神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査票（小学５年生・中学２年生の保

護者用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）小学５年生及び中学２年生の保護者 （抽

出枠）教育委員会を通じて抽出 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，０００ （配布）その他（学校を通じて） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２４年７月 
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【調査事項】 １．本人及び家族に関する事項、２．学校に関する事項、３．生活体験に関する事項、

４．熱中していることなどに関する事項、５．居住地域に関する事項、６．行動や考え

に関する事項 

※ 

【調査票名】 ４－神戸市における青少年・保護者の意識と行動調査票（１７歳用） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）神戸市内在住の満１７歳 （抽出枠）

住民基本台帳、外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２４年７月 

【調査事項】 １．本人及び家族に関する事項、２．学校に関する事項、３．生活体験に関する事項、

４．熱中していることなどに関する事項、５．居住地域に関する事項、６．行動や考え

に関する事項  
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【調査名】 血液製剤使用量等調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２０日 

【実施機関】 兵庫県健康福祉部健康局薬務課 

【目 的】 本調査は、兵庫県下医療機関における血液製剤適正使用推進の指標とするため、全国的に

は毎年把握されていない血液製剤使用量・廃棄量等の調査を実施する。 

【調査の構成】 １－血液製剤使用量等報告書 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－血液製剤使用量等報告書 

【調査対象】 （地域）兵庫県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）日本標準産業分類に掲げる

大分類「医療，福祉」、中分類「医療業」のうち、血液製剤を使用した一般病床を有する

病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２５０ （配布）郵送 （取集）ＦＡＸ （記入）自計 （把

握時）調査実施年の前年度１年間 （系統）兵庫県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月１日～７月１５日（ただし、平成２４年度は７

月２３日～８月２０日） 

【調査事項】 １．輸血療法委員会設置の有無、２．輸血部門設置の有無、３．血液製剤使用状況、

４．輸血用血液製剤使用量・廃棄量、５．輸血用血液製剤の診療科別の把握、６．自己

血輸血の保管及び実施状況、７．アルブミン製剤使用量、８．輸血事故・副作用対策、

９．輸血管理料等の取得の有無  
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【調査名】 労働環境等調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２４日 

【実施機関】 栃木県産業労働観光部労働政策課 

【目 的】 本調査は、人口減少・少子高齢化の進行や経済のグローバル化をはじめ、高度情報化の進

展、価値観やライフスタイルの多様化など、近年、労働者の働く環境は急激に変化している。

このため、県内の事業所等に雇用される労働者の労働環境及び労働条件等の実態を明らかに

し、今後の労働行政推進上の基礎資料とするとともに、企業における労働環境及び労働条件

等の改善並びに労使関係の安定に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－労働環境等調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の変更等。 

※ 

【調査票名】 １－労働環境等調査票 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類の

うち、「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電

気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金

融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊

業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，

福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属する常用労働

者１０名以上の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１９，０９６ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎年９月３０日現在 （系統）栃木県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月初旬～１０月末日 

【調査事項】 １．事業所の現況、２．事業所の労働者数、３．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）の取組状況、４．育児のための両立支援制度の取組状況、５．介護のための

両立支援制度の取組状況  
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【調査名】 福井県ひとり親家庭等実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２６日 

【実施機関】 福井県健康福祉部子ども家庭課 

【目 的】 本調査は、福井県内における母子世帯、父子世帯および一人暮らしの寡婦の生活実態を把

握し、「福井県ひとり親家庭自立支援計画」改定のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－福井県ひとり親家庭実態調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の変更等。 

※ 

【調査票名】 １－福井県ひとり親家庭実態調査票 

【調査対象】 （地域）福井県全域 （単位）世帯 （属性）母子世帯、父子世帯、一人暮らしの寡

婦世帯 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）２，８００／８，０００ （配布）その他

（各市町担当者から手渡し） （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年８

月１日現在 （系統）福井県－市町－報告者 

【周期・期日】 （周期）原則５年周期で福井県ひとり親家庭自立支援計画策定に合わせて実施 （実

施期日）平成２４年７月下旬～８月末日（ただし、土曜・日曜日等休日に当たる場合

は翌開庁日とする） 

【調査事項】 １．本人、家族の状況（市町名、同居の家族の人数・属性、ひとり親になった理由・

年齢等）、２．住まいの状況（持ち家・借家等の状況、公営住宅入居希望）、３．就労状

況（雇用形態、転職の経験や希望の有無、不就労者の就職希望状況、雇用保険・健康保

険の加入状況、資格取得の希望等）、４．収入状況（世帯全体の収入、本人の就労収入）、

５．養育費や面会交流の状況（養育費の受給の有無・金額や取決めの有無、面会交流の

取決めや実施の有無・頻度等）、６．悩み等の状況（子どもと本人の悩み、子どもの進学

先等）、７．福祉施設の利用状況（各制度の利用の有無、制度を利用しない理由等）
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【調査名】 大阪府景気観測調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２７日 

【実施機関】 大阪府商工労働部商工労働総務課 

【目 的】 四半期ごとの大阪府内民営事業所の景気動向を広く府民に公表するとともに、大阪府商工

労働行政の施策立案の基礎資料にするために調査を行う。 

【調査の構成】 １－景気観測調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の変更。 

※ 

【調査票名】 １－景気観測調査 調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「建

築業」「製造業」「情報通信業」「運輸業，郵便業」「卸売業，小売業」「不動産業，物品賃

貸業」「宿泊業，飲食サービス業」及び中分類「専門サービス業（他に分類されないもの）」

「広告業」「技術サービス業（他に分類されないもの）」「洗濯・理容・美容・浴場業」「そ

の他の生活関連サービス業」「娯楽業」「廃棄物処理業」「自動車整備業」「機械等修理業

（別掲を除く）」「職業紹介・労働者派遣業」「その他の事業サービス業」に属し、単独及

び本所・本社・本店の民営事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，５００／３０２，５４４ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施四半期（一部、次の四半期の予定） （系

統）大阪府－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）提出期限は、５月、８月、１１月、２月のそれぞれ

翌月中旬 

【調査事項】 １．毎期共通するもの（１）．事業所概要（業種、業態、従業員規模）、（２）．今期の

業況判断（前期比、前年同期比）、（３）．来期の業況判断（見込み）、（４）．出荷・売上

高、（５）．製・商品、サービス、請負等の単価、（６）．原材料、部品等の価格、（７）．

営業利益水準、営業利益判断、（８）．雇用状況、（９）．来期の雇用予定人員、（１０）．

資金繰り、（１１）．設備投資、２．各期で個別に調査する項目（１）．４－６月期（直近

の年間決算における営業利益について）、（２３年度の海外での売上及び調達・仕入の実

績（２２年度と比較））、（２）．７－９月期（今年の賞与（正規雇用者を対象として）の

実績と見込み）、（今夏（７～９月）における節電の具体的方法と実績）、（３）．１０－１

２月期（設備投資の主な目的）、（４）．１－３月期（２４年度の採用実績（２３年度と比

較）と２５年度の採用予定（２４年度と比較））  
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【調査名】 労働条件等実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月２７日 

【実施機関】 宮崎県商工観光労働部労働政策課 

【目 的】 本調査は、宮崎県内の民間事業所に雇用されている労働者の労働条件等を把握し、その実

態を明らかにするとともに、今後の労働行政の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－労働条件等実態調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－労働条件等実態調査票 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「農

業，林業」、「漁業」、「公務（他に分類されるものを除く）」、「分類不能の産業」を除く産

業に属し、従業者数が５人以上の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調

査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／２０，０００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎年８月３１日現在 （系統）宮崎県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月下旬～９月末日 

【調査事項】 １．事業所の状況について、２．休日・休暇について、３．退職金制度について、４．

定年制について、５．仕事と家庭の両立支援について、６．心の健康対策（メンタルヘ

ルスケア）について、７．パワーハラスメント及びセクシャルハラスメントについて
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【調査名】 中小企業景況調査（平成２４年届出・２回目） 

【受理年月日】 平成２４年７月３０日 

【実施機関】 愛知県産業労働部産業労働政策課 

【目 的】 本調査は、愛知県内中小企業の産業活動の動向に関する基礎的な事項について把握し、地

域経済に関する施策の企画・立案及び効率的な推進を図るため 

【調査の構成】 １－中小企業景況調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－中小企業景況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）企業 （属性）製造業、卸・小企業、建設業、サービ

ス業を営む中小企業 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１６２，０００ （配布）郵送・ファ

クシミリ （取集）郵送・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）毎年４～６月期、

７～９月期、１０～１２月期、１～３月期 （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）４～６月期（実施開始日である６月１日に到達する

よう５月末日の３日前頃）、７～９月期（実施開始日である９月１日に到達するよう８

月末日の３日前頃）、１０～１２月期（実施開始日である１２月１日に到達するよう１

１月末日の３日前頃）、１～３月期（実施開始日である３月１日に到達するよう２月末

日の３日前頃） 

【調査事項】 １．業種、２．従業員数、３．当期の経営実績、４．採算、５．設備投資、６．雇用

人員、７．金融機関の貸出態度及び経営上の問題点、８．行政が今後強化すべき支援策、

９．来期の見通し、１０．採算及び設備投資の計画（四半期ごとに変更する事項）、１１．

大学等新卒者の採用動向（毎年１～３月期）、１２．新卒者等の採用動向に関する調査（平

成２４年７～９月期）  
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【調査名】 市政アドバイザー意識調査（平成２４年届出・２回目） 

【受理年月日】 平成２４年７月３０日 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局参画推進部広聴課 

【目 的】 本調査は、具体的施策や事業についての意見を求めるほか、市民生活に関する意識を市の

事業や施策を実施していく上での参考とする。 

【調査の構成】 １－第１１期市政アドバイザー第６回意識調査 調査票 

【備 考】 本調査の名称には、「意識」の文言が付されているが、調査事項の中に「事実の報告」が

含まれていることから、これら「事実の報告」に係る部分について、統計法上の「統計調査」

として届出が受理されたものである。今回の変更は、調査事項の一部変更及び調査の実施時

期の変更。 

※ 

【調査票名】 １－第１１期市政アドバイザー第６回意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上、８０歳未満の市民 （抽

出枠）住民基本台帳及び外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０５０／１，１９１，８３２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２４年８月９日～８月２２日 

【調査事項】 １．市民病院に関する事項、２．日常生活での交通や移動に係る意識に関する事項
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【調査名】 東京都男女雇用平等参画状況調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年７月３１日 

【実施機関】 東京都産業労働局雇用就業部労働環境課 

【目 的】 本調査は、企業における仕事と生活の両立支援への取組状況、その中でも、高齢化が進み

今後課題となる「仕事と介護」の両立に対する取組を重点的に調査する。また、男女雇用管

理に関する実態と課題を調査・経年比較し、今後の施策を効率的に行うために活用する。 

【調査の構成】 １－事業所調査票 ２－男女従業員調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査の目的、調査事項等の変更。 

※ 

【調査票名】 １－事業所調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょ地域を除く。） （単位）事業所 （属性）日本標準産

業分類に掲げる大分類のうち「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、

「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・

技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，

学習支援業」、「医療，福祉」、「サービス業（他に分類されないもの）（中分類「宗教」は

除く。）」の１３業種に属する従業員規模３０人以上の事業所 （抽出枠）平成２１年経

済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／４８，０００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎年９月１日現在 （系統）東京都－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月１日～９月１７日 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．男女雇用管理に関する取組、３．育児等に関する事項、４．

仕事と介護の両立、働き方の見直しに関する事項 

※ 

【調査票名】 ２－男女従業員調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょ地域を除く。） （単位）個人 （属性）日本標準産業

分類に掲げる大分類のうち「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸

売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術

サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学

習支援業」、「医療，福祉」、「サービス業（他に分類されないもの）（中分類「宗教」は除

く。）」の１３業種に属する従業員規模３０人以上の事業所に勤務する男女従業員 （抽

出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）毎年９月１日現在 （系統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月１日～９月２８日 

【調査事項】 １．回答者プロフィール、２．雇用管理の概況について、３．育児等に関する事項、

４．仕事と介護の両立、働き方の見直しに関する事項 
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（参考） 

 

○基幹統計の指定 

 

統計の名称 作 成 者 指  定  内  容 指定年月日 

社 会 補 償 費 用 統 計 厚生労働大臣 基幹統計としての新規指定 H24.7.9 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が行った基幹統計の指定内容について掲

載したものである。 

 


